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（要旨） 

 

 本稿の目的は、経済成長政策の企画・立案に携わる実務家を念頭に置きつつ、RIETI の

これまでの生産性に関する研究成果を概説することである。①マクロ経済及び産業レベル

での成長会計分析、②企業・事業所のミクロデータを用いた生産性の分布及び動態に関す

る分析、③ミクロデータを用いた企業・事業所レベルでの生産性の決定要因に関する分析、

④人的資本と生産性の分析に分けて整理する。生産性に関連する RIETI の論文は 100 本を

超えており、政策実務において様々な形で利用されてきた。また、研究成果は学術誌や書

籍で公刊され、学術的にも貢献している。これまでの研究を通じて多くの知見が蓄積され

てきたが、具体的にどうすれば日本経済・産業の生産性を高めることができるのかについ

ては未解決の研究課題も多い。生産性向上は成長政策の柱であり、今後とも政策形成に理

論・実証面から寄与し、学術的な貢献にもつながるような質の高い生産性研究を推進して

いくことが必要である。 

 

キーワード：生産性、成長会計、新陳代謝、企業特性、人的資本 

JEL 分類：D24; O47 
 
 
 
 
 
 
 
 

 RIETIポリシー・ディスカッション・ペーパーは、RIETIの研究に関連して作成され、政策をめぐる議

論にタイムリーに貢献することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責

任で発表するものであり、（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
* 本稿は、RIETI ポリシー・ディスカッション・ペーパー（10-P-003）を、その後３年間の研
究成果を踏まえてアップデートしたものである。権赫旭氏（RIETI ファカルティ・フェロー）、
鶴光太郎氏（同）から有益なコメントをいただいたことに感謝する。 



 

- 2 -

１．序論 

 

 中長期の持続的な経済成長にとって、いかに生産性向上を実現するかがカギであること

は言うまでもない。経済産業研究所（RIETI）において生産性に関する研究は多数の研究領

域の中でも中心に位置しており、発足以来、生産性に関して多数の研究成果を発表してき

た。ディスカッション・ペーパー（DP）だけでも 100 本を超えている。それらは論壇にお

いて頻繁に取り上げられ、また、成長政策の策定をはじめ経済政策の実務にも有用なイン

プットとして使われてきた。今後の成長シナリオを描く際にも、どのようにして生産性向

上を実現するのかがポイントとなる。 

 本稿は、RIETI が行ってきた生産性に関する研究を概観してその到達点を明らかにする

とともに、今後の課題を整理することを目的としている。政策実務家にとって個々の論文

をフォローすることは容易ではなく、そうしたユーザーに対して生産性研究の全体像を簡

潔に示すことを意図している。同時に、生産性研究は学術的にはマクロ経済学、産業組織

論、国際経済学、労働経済学等複数の領域にまたがるため、異分野の研究成果を横断的に

整理しておくことは、研究者にとっても見通しが良くなるという意義があると思われる。

なお、RIETI の生産性研究の中には、中国をはじめアジア諸国の集計レベルあるいは企業

レベルの生産性分析も少なからず存在するが、本稿では日本の生産性分析に焦点を絞り、

日本との比較研究を除いて他国のみを対象とした分析は原則として取り上げない。 

 ミクロデータを用いた生産性研究のサーベイとして松浦他(2008：08-P-007)が、また、サ

ービス産業の生産性に関するサーベイとして加藤(2007：07-P-005)、森川(2008：08-J-031)

があり、それぞれ執筆時点までの RIETI の研究成果をかなりカバーしている。本稿は、部

分的にこれらと重複するが、集計データでの分析や製造業を対象とした分析を含めて

RIETI の生産性研究を包括的に概観しようとするものである。森川 (2010：10-P-003)のサ

ーベイをベースに、その後３年間の研究成果を含めてアップデートする。本稿は通常のサ

ーベイ論文とは異なり、RIETI の研究成果のみ具体的に言及し、また、論文を引用する際

にはユーザーの便宜のために DP 番号を併記する。なお、RIETI の研究成果以外の内外の関

連論文については、各 DP の参照文献リストを参考にして頂きたい。 

 本稿の構成は以下の通りである。第２節では、マクロレベル及び産業集計レベルの成長

会計分析について述べる。次に、第３節では、企業又は事業所レベルのミクロデータを用

いた実証分析のうち、生産性の分布（企業間でのばらつき）や参入・退出・資源再配分効

果の分析について整理する。第４節では、企業・事業所レベルのデータを用いた研究のう

ち企業特性や企業行動と生産性の関係を分析したものを分野別に整理する。具体的には、

IT・無形資産、コーポレート・ガバナンス、グローバル化、集積の経済性等と生産性の関

係である。第５節では、必ずしも企業・事業所の生産性の分析に限らないが、日本経済全

体の生産性に大きく関わるものとして、最近活発に行われるようになってきた人的資本に

着目した研究を取り上げる。最後に第６節で結論と今後の課題を述べる。 
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２．マクロ経済・産業レベルの成長要因分析 

 

 RIETI が発足した 2001 年以降、まずは IT 資本を明示的に考慮した成長会計分析に基づ

いて、マクロ経済レベルで日米の成長要因の比較が行われた。具体的には、元橋 (2002：

02-J-018)、Jorgenson and Motohashi (2003：03-E-015)であり、米国と資本、デフレーター等

の定義や計測方法を揃えた上で比較を行ったものである。当時、米国では 1990 年代後半以

降のマクロ的な生産性上昇の加速の要因として IT が注目され始めており、それとの対比で

日本の生産性への IT の貢献に注目した研究であった。これらの結果は、定義を統一して比

較すると日本でも 1990 年代後半に IT 資本や TFP の成長寄与が上昇しており米国と遜色が

ないこと、しかし、労働投入の成長寄与度に大きな差があり、これが日米の成長率の違い

をもたらしていることなどを示した。その後、Kanamori and Motohashi (2007：07-E-009)は、

時点を 2004 年までアップデートした上で日韓経済の成長要因を同様の方法で比較し、両国

とも IT 資本の成長への寄与度が拡大していることを示した。さらに、元橋(2009：09-J-016)

は、マクロレベルの成長要因分析（1975 年～2007 年）を行うとともに、IT の技術革新の

源泉である半導体技術革新の影響度を計測し、IT 資本の経済成長に対する寄与度は時間と

ともに増大してきており、2000 年代は経済成長の約 1/3 が IT 資本の投入によって説明でき

ること、TFP に対する IT セクターの影響度も高まっており、2000 年代の TFP 成長率 0.57%

のうち、0.25%は IT セクターで説明できること、半導体技術革新の効果が重要であり 2000

年代においては 0.13%が半導体技術革新によるものであるという推計結果を示した。ただ

し、執筆者自身が留保している通り、これら成長会計分析は IT から TFP という「因果関

係」を明らかにするものではない。 

 米国では流通業、運輸業、金融業といった IT 利用産業の生産性加速が顕著だったことか

ら、日本の産業レベルのデータでこうした点を明らかにすることが次のテーマとなった。

そこで重要なプロジェクトとして始まったのが日本産業生産性（JIP）データベースの整備

であった。深尾 FF、宮川 FF が中心となり、内閣府経済社会総合研究所（ESRI）で開発さ

れた旧 JIP2003 データベース（1998 年までをカバー）を基礎としつつ、93SNA ベースとす

る、資本ストックにソフトウエアを考慮する、労働力の構成変化を考慮するなど発展させ

たもので、JIP2006 データベースは 1970 年～2002 年までの期間について、108 産業部門別

の成長会計を示した。深尾他 (2007：07-E-003)は、このデータベースについて解説したも

のである。この成長会計分析によれば、経済全体で 1990 年代に TFP 上昇率が大きく低下

（1995 年以降いくぶん回復）しており、製造業、非製造業でともに TFP 上昇率が低下した

（特に非製造業ではマイナス）ことが示された。JIP データベースは「公共財」としてデー

タベース及び基礎データを原則として全て公開しており、政府関係研究機関、民間シンク

タンク、政策当局で広範に利用されている。 
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 その後、JIP データベースは、関係者の尽力により毎年改定・アップデートされて今日に

至っている（直近の JIP2012 は 2009 年までカバー）が、この間の重要な進展として、EU

主要国、米国、韓国等について産業別に TFP の推計を行っている EU KLEMS プロジェク

トに参加し、主要国の産業別に成長要因の比較分析が可能になったことが指摘できる。現

在では、EUKLEMS データベースは世界各国の研究者や政策実務者に広く使用される共通

の知的資産となっている。その後、ハーバード大学の Jorgenson 教授らを中心に、World 

KLEMS プロジェクトという形で、アジアやラテンアメリカの諸国を含めて対象国のカバ

レッジ拡大が図られつつある。Fukao and Miyagawa (2007：07-E-046)は、EUKLEMS を用い

て日・米・EU 主要国の生産性比較を行い、日本及び EU 主要国は 1995 年以降 TFP 成長率

が減速しているのに対して米国は例外的に加速していること、日本では「流通・運輸業」

及び「その他製造業」の TFP 鈍化が著しいのに対して米国及び EU 主要国ではこれらセク

ターの TFP 上昇率が高いこと、日本のサービス産業の生産性水準が米・独・仏に比べて低

いこと、他国と異なって日本では ICT 資本サービス投入の伸びが鈍化しており、これが TFP

の低い伸びに関連している可能性があること等を指摘した。1 例えば、「新経済成長戦略」

（2006 年）では、IT の活用やサービス産業の効率化が成長政策の重要な柱となっているが、

これらの分析結果が大いに参照されたことは言うまでもない。 

 JIP データベースを「利用」したユニークな研究例として、徳井他 (2007：07-J-035)が挙

げられる。同論文は、JIP データベースの産業別の資本財種類別投資系列を使用して日本の

製造業における「資本に体化された技術進歩率」を推計し、それが年率 0.2～0.4％である

こと、1990 年代の資本ヴィンテージの２年弱の上昇は製造業の生産成長率を▲0.4～▲0.8%

鈍化させる影響を持ったことを指摘している。設備の更新を促進する税制等の重要性を示

唆する結果と言える。 

 なお、JIP データベースは、産業別の規制指標、市場集中度、職種別従業者構成、輸出入、

対外直接投資・対内直接投資等を「付帯表」として公表している。これらは 108 共通産業

分類での産業レベルのパネル分析を可能にするものだが、今までのところ、これら付帯表

を用いた分析はほとんど RIETI の論文としては公表されていない。学術的な生産性研究の

先端が企業・事業所のミクロデータ分析に移行したことが一因と考えられる。他方、政策

実務者や民間シンクタンク等にとっては非常に有用なデータであり、政策現場における活

用が期待される。2 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1 Fukao et al. (2009：09-E-021)は、KLEMS の枠組みで日韓の産業別成長要因分析を行い、両国
ともに ICT 生産セクターの生産性パフォーマンスは良好だが、ICT 利用セクターのパフォーマ
ンスは低く、過剰な規制や公的サービスにおける競争の欠如が影響している可能性を指摘して
いる。 
2 RIETI の生産性研究では、集計データの時系列分析は数少ないが、Miyagawa et al. (2005：
05-E-022)は、「法人企業統計」の産業別データ（1975Q4～2002Q4）を使用して生産性と景気循
環の関係を分析して、計測されるソロー残差（TFP）に景気同調性があるのは主として技術シ
ョックによるという結果を示し、日本経済の長期停滞からの脱却のためには生産性向上がカギ
であると論じた。 
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 近年、経済成長や生産性上昇に対する無形資産の貢献に関心が高まっている。Fukao et al. 

(2007：07-E-034)は、日本の無形資産ストックを推計し、無形資産の経済成長への寄与を計

測した。「無形資産」は欧米の先行研究にならってソフトウエア、データベース、知的財

産、ブランド価値、企業特殊的人的資本等を対象としている。その結果によれば、無形資

産の GDP 比率は過去 20 年間増加して現在は 7.5％だが、日本の無形資産投資の GDP 比率、

無形資産投資の投資比率は米国よりも少なく、無形資産ストックの伸び率は 1980 年代から

1990 年代にかけて低下していた。その結果、日本の無形資産の労働生産性上昇への寄与は

米国に比べてずっと少ないことを明らかにした。宮川・滝澤 (2011：11-J-018)は、日韓両

国の生産性パフォーマンスに対する無形資産の効果を、McGrattan と Prescott による無形資

産蓄積を考慮したモデルを援用して分析したものである。無形資産の割合をモデルのシミ

ュレーションから推計している点に特徴がある。無形資産の経済に占める比率の推計値に

基づいて 1997 年の金融危機前後の経済成長要因を比較すると、日本では経済成長の鈍化が

続いており、有形資産、無形資産とも寄与率が低下している一方、韓国では、金融危機以

前は有形資産蓄積を中心とした要素投入型の経済成長であったが、金融危機後は無形資産

の寄与率が上昇するとともに TFP 上昇率も加速しているという結果であった。Chun et al. 

(2012：12-E-037)は、各種統計から産業別の無形資産投資を推計して日韓比較を行ったも

のである。多くの産業では日本の無形資産投資（対付加価値額）が韓国を上回っているが、

一部のサービス産業や、教育、医療、社会福祉など非市場経済の分野では韓国の無形資産

投資が日本を上回っている。無形資産投資の TFP 成長率への効果を推計した結果によると、

1990 年代後半以降、市場経済全体では無形資産投資が TFP を向上させているが、サービス

産業に限ると効果が見られない。筆者らは、サービス産業では無形資産を有効に活用する

経営スキルが規制等で制約されている可能性があると論じている。 

 さらに、RIETI では一昨年から日本の都道府県レベルでの生産性データベースの構築に

着手し、近々「県別産業生産性データベース（R-JIP）」として公表する予定である（徳井

他 (2013：近刊)）。これは、都道府県別・23 産業別に TFP を推計した新しいデータベー

スであり、1970 年～2008 年の期間をカバーしている。このデータベースを用いた生産性研

究も始まっており、徳井他 (2013：近刊)では、同データベース構築の方法を解説するとと

もに、日本の地域間生産性格差の要因について分析している。それによると、労働生産性

の都道府県間格差に対して、TFP、資本装備率、労働の質がいずれも寄与しているが、近

年は TFP 格差の寄与度が大きい。また、製造業は生産性の地域間格差を縮小させる方向に

寄与しているのに対して、非製造業は地域間格差を維持する作用を持っていた。宮川他 

(2013：近刊)は、同データベースを利用して社会資本の生産力効果を計測したものである。

その結果によれば、1990 年代以降、社会資本は生産性の向上に寄与しており、その収益率

は民間投資を上回っている。すなわち、公共投資が全体として抑制される中で、地域経済

への貢献の高い投資が行われたことを示唆する結果となっている。近年、公共投資の無駄

や「ばらまき」が強調される傾向があったが、こうした通念とは異なる実証的事実を提示
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した政策的含意に富む研究成果と言える。 

 都道府県は市区町村に比べて数が少ない反面、地域特性に関する様々なデータと接合が

可能であり、また、市町村合併等の影響がないため長期パネルデータとして扱いやすいと

いう利点がある。このため、生産性データベースを都道府県レベルでの制度・政策に関連

する情報と組み合わせることで、学術研究のみならず今後の政策の企画・立案や政策評価

への活用が期待される。 

 こうした集計レベルの分析はデータベースの整備を含めて一定の到達点に至ったと評価

できる。今後は、基礎データの更新に伴うアップデート及び精度の向上、国際比較の観点

から中国をはじめ世界経済の中での重要度の高まっている新興国へのカバレッジ拡大3、学

術研究及び政策実務の両面におけるデータベースの利用拡大が課題ではないか。 

 

 

３．ミクロデータ分析：生産性の分布・動態 

 

 マクロレベル及び産業レベルのデータを用いた生産性の国際比較や産業間比較は、日本

経済のどこに課題があるか見当を付ける上で非常に有用であり、JIP や EUKLEMS の整備

は大きなイノベーションである。しかし、集計レベルで観測される生産性の背後にあるメ

カニズムを明らかにし、政策立案に生かすためには企業・事業所といったミクロレベルで

の分析が重要になる。 

 ミクロデータを用いた実証分析の利点の一つは、生産性の「分布」に関する情報が得ら

れる点にある。さらに、企業・事業所レベルのデータを異時点で接続したパネルデータを

用いることで、生産性分布の変化のほか、参入・退出、企業間での資源再配分（reallocation）

といった「新陳代謝」が産業やマクロ経済全体の生産性に及ぼす効果を計測できる。 

 RIETI は、「企業活動基本調査」、「工業統計」をはじめ経済産業省が実施している大

規模な統計調査のミクロデータを用いた分析に、早い時期から取り組んできた。特に、欧

米で開発された要因分解のフレームワークに沿って生産性の変化を「参入効果」、「退出

効果」、「再配分効果」、「内部効果」に分解する研究を活発に行ってきている。嚆矢と

なったのは西村他 (2003：03-J-002）である。同論文は、「企業活動基本調査」の 1994～

1998 年のパネルデータを用いて参入企業、退出企業、存続企業の生産性を比較し、1996

年以降、非効率な企業が存続して効率的な企業が撤退するという「市場の自然淘汰機能の

崩壊」が起こっていることを示し、学界・実務の双方から注目された。脚光を浴びていた

星岳雄教授らによる「ゾンビ企業」論と整合的なものであった。4 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
3 RIETI では中国の産業別の成長会計（CIP データベース）の構築にも取り組んでいる（Wu, 
2012：12-E-066）。 
4 西村他(2003)は、非製造業の企業を含むデータを用いているが、この時期の「企業活動基本
調査」は製造業及び商業以外の業種を専業とする企業は調査対象となっていないことに注意す
る必要がある。 
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 Fukao and Kwon (2005：05-E-004)は、同じく「企業活動基本調査」の 2001 年までアップ

デートした製造業企業のデータを使用して生産性上昇の要因分解を行い、製造業の生産性

に対して退出効果が負であり効率的な企業が退出していること、参入効果や再配分効果は

正だが（他国と比較して）大きくないことを示した。その上で、参入・退出・再配分を効

率的にすることが日本の製造業の生産性向上に重要だと指摘し、背景として金融セクター

の問題が関連していることを示唆した。また、高生産性企業と低生産性企業の属性比較を

行い、企業の研究開発活動や国際化が高い TFP と関連していることを示した。この指摘は、

その後のグローバル化と生産性の関係についての研究が深化する契機の一つになってい

る。5 その後、Inui et al. (2009：09-E-048)は、生産性の高い工場が東アジア等へ海外移転

したことが 1990 年代の製造業の生産性低迷の理由だという議論に関して、「工業統計」と

「企業活動基本調査」のミクロデータをマッチングさせた 1994～2005 年のデータセットを

作成して海外展開と事業所閉鎖確率の関係を分析するとともに、製造業全体の生産性変動

を存続事業所による生産性上昇効果と工場の市場シェア変化の効果に要因分解した。企業

データと事業所データを組み合わせることにより、新しい分析領域を開拓したものと言え

る。分析結果は、海外進出企業の事業所閉鎖は生産性に対してプラスに寄与しているとの

結果を報告しており、企業内で効率的な選択が行われていることを示唆している。 

 新陳代謝は企業間だけでなく、新製品の開発、既存製品からの撤退等を通じて企業内で

も生じている。Kawakami and Miyagawa (2010：10-E-043)は、「工業統計表」（1998～2005

年）の製品と企業とを組み合わせたデータセットを作成し、製造業の製品転換の実態とそ

れが生産・雇用・生産性に及ぼす効果を分析している。複数財生産企業の方が単品生産企

業よりも良好な生産性パフォーマンスを示していること、産業レベル・企業レベルでの規

制が少ない産業において製品転換が活発なこと、製品転換を行った企業ほど労働生産性を

高めていること（ただし、TFP 上昇率への効果は確認されない）等の結果を示している。

その上で、新規企業の育成だけでなく、既存企業の新規分野への進出や新製品の創出を支

援する政策が重要だと指摘している。 

 生産性の計測において、インプット及びアウトプットの実質化が必要となるが、一般に

は企業・事業所毎の製品・サービス価格のデータは利用できないため、産業集計レベルで

の価格指数を用いて実質化が行われることが多い。しかし、実際には同じ産業内でも個々

の企業・事業所によって需要条件の違いによって価格やその変化は異なるため、金額ベー

スの生産性（TFPR）と物的生産性（TFPQ）の間には大きな乖離があることが近年の米国

の研究で明らかにされた。これを踏まえ、Kawakami et al. (2011：11-E-064)は、「工業統計」

データを使用して物的産出量ベースの TFP（TFPQ）を計測し、伝統的な金額ベースの TFP

（TFPR）と比較するとともに、TFPQ を用いて生産性変動の要因分解を行った。その結果

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
5 Ahn et al. (2005：05-E-008)は、韓国の製造業事業所のデータで同様の要因分解等を行い、
Fukao and Kwon (2005：05-E-004)の日本企業の結果と比較している。それによれば、韓国製造業
は日本よりも参入・退出の生産性効果がずっと大きい。 
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によると、事業所間の生産性格差は TFPR よりも TFPQ の方が大きい。また、TFPQ を用い

た生産性変動要因の分解では、参入・退出が産業全体の生産性上昇に及ぼす効果が大きく、

新規企業の参入を促進・育成していく政策の有用性を強調する結果となっている。 

 以上の研究のうち一部は非製造業も含んでいるが、多くはデータが充実している製造業

が対象である。しかし、日本経済においてサービス産業の重要性が高まる中、製造業のみ

を対象とした分析の政策的意義には限界がある。6 金・権・深尾 (2007：07-J-022)は、製

造業については「工業統計」の事業所レベルのデータ（1981～2003 年）を使用し、一方、

非製造業については「中小企業信用リスク情報データベース（CRD）」をはじめとする複

数の企業財務データを用いて 1997～2002 年の企業データセットを作成した上で、同様の要

因分解を行った。経済の８割を占める非製造業の生産性分析が政策実務サイドから強く求

められる中、そうしたニーズに対応した初期の試みであった。分析結果によれば、製造業

における 90 年代の生産性停滞は、製造業の新陳代謝機能が衰えたためではなく、80 年代

から一貫して新陳代謝機能は低いこと、非製造業については、産業によって生産性のダイ

ナミクスが大きく異なり、建設業、運輸業等では生産性の高い大企業のシェア低下が非製

造業全体の生産性上昇率下落をもたらしている一方、通信業、小売業、卸売業では産業全

体の生産性に対して大きな正の再配分効果が見られることを示した。小売業及び卸売業に

関する分析結果は、後述する「商業統計」の事業所データを用いた Matsuura and Motohashi 

(2005: 05-E-001)と整合的な結果である。 

 その後、権・金・深尾 (2008：08-J-050)は、「企業活動基本調査」の 1994～2005 年まで

のデータを用いて、産業レベルの集計データで観察される 2000 年以降の日本の TFP 伸び

率上昇の要因について分析した。その結果によれば、製造業・非製造業いずれにおいても、

2000 年代の TFP 上昇の加速は内部効果（企業内の TFP 上昇加速）が主であること、新陳

代謝機能にはやや改善が見られたが、退出効果は 2000 年代も多くの産業において負である

ことを示した。さらに、内部効果上昇の理由について存続企業に限定して分析を加え、日

本経済における TFP 上昇率加速のかなりの部分がインプットを減少させながら生産量は維

持または小幅の減少に留めるという企業内のリストラによって達成されたこと、そのよう

なリストラを行っているのは、主にグローバルな競争圧力に直面する輸出企業、多国籍企

業、研究開発を行う企業であることを示した。7 

 前述の通り、サービス産業の生産性分析に対する実務的なニーズが高まっている。サー

ビス産業全体をカバーした分析はデータの制約が厳しいが、商業については悉皆調査であ

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
6 Hori and Uchino (2013：近刊)は、生産性上昇率の高い産業（製造業）と生産性上昇率の低い
産業（サービス業）の二部門からなる経済において、生産性上昇率の低い産業のシェアが高ま
るという内生的成長の理論モデルを提示し、生産性上昇率が低い産業への補助が社会的に望ま
しい等の政策的含意を述べている。「Baumol 病」の理論モデルを発展させた研究である。 
7 Okazaki (2001：08-E-021)は、戦前期日本の綿紡績業を対象に生産性の動態を分析し、産業の
発展の初期には「内部効果」が大きかったが、産業が成熟するとともに「再配分効果」が生産
性上昇の重要な源泉になっていったことを示す。 
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る「商業統計」が存在するため、RIETI では比較的早くから研究に取り組んできた。Matsuura 

and Motohashi (2005：05-E-001)は最初の研究成果であり、1997 年及び 2002 年の商業統計の

事業所レベルのパネルデータを使用して小売業における参入・退出の生産性への貢献を計

測した。そして、生産性の低い事業所の退出や生産性の高い事業所への雇用再配置が集計

レベルでの小売業の生産性向上に寄与しており、この時期の小売業において「自然淘汰機

能の崩壊」は確認されないという意外な結果を示した。また、権・金 (2008：08-J-058)は、

1994～2005 年の「企業活動基本調査」の企業パネルデータによって日本の商業の生産性ダ

イナミックスを分析し、日本の商業では生産性が低い企業が退出することにより産業全体

の TFP が上昇する正の退出効果が機能しているとの結果を示している。 

 森川 (2007)は、「企業活動基本調査」の 2001～2004 年のパネルデータを使用して、製

造業とサービス産業（特に狭義サービス業）の比較という視点から生産性の分布特性や動

態分析を行った。2001 年以降のデータに限定したのは、「企業活動基本調査」において（狭

義）サービス業企業のカバレッジがこの年から大幅に拡大されているからである。参入効

果、退出効果、再配分効果の分解方法は上述の一連の研究を踏襲している。分析結果によ

れば、サービス業は、製造業に比べて同一産業内での企業間での生産性の分散（ばらつき）

が大きく、したがってサービス産業全体の生産性を高める潜在的な可能性が大きい。他方、

サービス業は、企業間の「再配分効果」や「参入効果」が生産性上昇に対してマイナス寄

与となっており、新陳代謝のメカニズムが十分機能していない可能性があるとの結果であ

った。 

 ただし、「企業活動基本調査」は従業員 50 人以上の企業のみが対象であり、サービス産

業に多い中小、零細な企業・事業所の生産性を分析することは難しい。また、対象となる

サービス企業の範囲は徐々に拡大しているものの、運輸業、金融・保険業、医療・福祉産

業といった業種専業の企業は調査対象外である。一方、「法人企業統計」は、金融を除く

製造業・非製造業の企業をカバーした大規模な政府統計である。乾他 (2011：11-J-042)は、

1982 年～2007 年の「法人企業統計調査」の企業レベルのミクロデータを使用して製造業と

非製造業に分けて TFP の動向を分析した。「法人企業統計」は資本金が一定規模以下の企

業はサンプル調査なのでパネルデータを作成することが難しいが、全数調査である資本金

6 億円以上の企業のみをパネル化したデータを用いた TFP 上昇の分解分析も行っている。

その結果によれば、製造業に比べて非製造業の TFP 上昇率は非常に低い。また、製造業・

非製造業とも産業内において TFP の企業間格差が存在し、その格差が拡大傾向にあった。

その上で、非製造業において市場での競争圧力が弱く、非効率的な企業を市場から退出さ

せる選別メカニズムが十分機能していない可能性、IT 投資・無形資産投資を高めるインセ

ンティブメカニズムが働いていないことを示唆しており、規制緩和、対内直接投資促進や

EPA（経済連携協定）によって内外からの競争圧力を高めることが必要だと論じている。

深尾・権 (2011:11-J-045)は、「事業所・企業統計」と「企業活動基本調査」の個票データ

を用いてどのような特性を持つ企業が経済全体の TFP 上昇や雇用創出に貢献しているのか
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を分析している。製造業・非製造業ともに、大企業や外資系企業の TFP の水準・上昇率が

高いこと、企業年齢が高い独立系中小企業の TFP は水準・上昇率ともに低いこと等を示し、

若い企業や外資系企業の役割が重要であると論じている。 

 

 以上は、企業・事業所のパネルデータを用いて生産性上昇の要因分解を行うタイプの研

究だが、生産性の「ばらつき」（分布）を扱ったものもいくつか存在する。上述の研究の

中でも、森川 (2007)、Kawakami et al. (2011)等はそうした分析を行っているが、生産性の

分布特性に特化した研究もいくつか存在する。Ito and Lechevalier (2008：08-E-014)は、「企

業活動基本調査」の企業データを使用して生産性のばらつきを分析し、生産性のばらつき

が拡大傾向にあること、企業のグローバル化や産業の寡占化が生産性格差拡大に関連して

いると論じている。Aoyama et al. (2008：08-E-035)は、日経 NEEDS の上場企業データを用

いて企業の生産性がパレート分布に従っていることを示すとともに、それを説明する（需

要側の要因を考慮した）理論モデルを提示している。さらに、Fujiwara et al. (2012：

12-E-040)、Aoyama et al. (2012：12-E-041)、青山他 (2012：12-J-026)は、中小企業の大規

模なデータベース（CRD データベース）を用いて労働生産性の分布特性を分析し、中小企

業の中にも高い生産性の企業が存在することを示している。 

 権 (2011：11-J-019)は、日米上場企業の財務データ（Bureau van Dijk 社の OSIRIS デー

タベース及び日経 NEEDS データベース、2000～2005 年）を使用して日米企業の TFP の「水

準」を比較したものである。生産性格差を厳密に分析するための統計的手法であるコルモ

ゴロフ=スミルノフ（Kolmogorov-Smirnov）検定を適用した結果によると、製造業とその他

サービス業では、日本よりも米国の生産性が有意に高いが、規制産業である通信業、卸売

・小売業やその他の産業（建設業、運輸業等）では米国の上場企業の生産性が必ずしも日

本より高いとは言えないという通念と異なる意外な結果となっている。なお、同論文は、

生産性「水準」の日米比較を行うため、日本企業の売上高等のデータを Groningen 大学の

GGDC 生産性データベースにおける産出 PPP（購買力平価）と資本 PPP を用いて米ドルに

換算している。8 生産性「水準」の国際比較に当たっては、通貨間の換算レートが大きな

問題となる。このため、RIETI では、日米価格比較に関する新たな研究プロジェクトを立

ち上げ、産業競争力の国際比較をより正確に行うことを目指している。 

 以上は主として企業・事業所のミクロデータを用いた生産性の動態を「計測」するタイ

プの研究だが、理論モデルのシミュレーションというタイプの研究成果が若干存在する。

Hosono (2009：09-E-012)は、銀行危機に伴う金融仲介コスト上昇が企業の参入・成長等へ

の影響を通じて生産性に影響を及ぼすという形の動学的一般均衡モデルのカリブレーショ

ンを行い、銀行の健全性悪化が日本のマクロ的な TFP 上昇率を▲0.4～▲0.6％引き下げた

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
8 このほか、後出の Bellone et al. (2013：13-E-001)は、輸出と生産性の関係という文脈で日仏
企業の生産性「水準」を比較している。 
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と試算している。9 また、Kwon et al. (2009：09-E-052)は、1981 年～2000 年の製造業の事

業所レベルデータを用いて、製造業全体の生産性上昇率(APG)を計測することにより、1990

年代日本の資源再配分の効率性を分析したものである。主に非効率な労働再配分により生

産性への負の影響が生じていることを示すとともに、事業所の異質性を考慮した理論モデ

ルのカリブレーションを行い、退出すべきゾンビ事業所に対する追い貸しが非効率な労働

再配分の 37％を説明するとの推計結果を報告している。Murao and Nirei (2011：11-E-081)

は、R&D 内生的経済成長モデルを構造推定するとともにシミュレーションを行い、参入障

壁が生産性成長に及ぼす影響を分析したものである。参入に係る固定費用を低下させる政

策と研究開発投資の税額控除拡大によって生産性成長率は持続的に上昇するという分析結

果であり、政策的示唆の強い研究成果である。 

 使用するデータセットや分析対象期間により異なるため一般化は難しいが、以上を総括

してこれまでの研究の到達点を大胆に整理すれば以下の通りである。①産業全体の生産性

向上において「内部効果」が大きいが、非効率企業の退出や生産性の高い企業のシェア拡

大といった産業内の企業間での資源再配分の貢献もある。②製造業では新陳代謝機能はほ

ぼ正常に機能している模様だが、非製造業は業種によっては新陳代謝機能が必ずしも良く

働いていない可能性がある。③サービス業においては企業間の生産性格差（分散）が大き

く、企業間資源再配分を通じた生産性向上の余地が大きい。④金融機能の低下が効率的な

資源配分を阻害した可能性がある。 

 今後の課題としては、第一に、新陳代謝の機能向上のための政策的・制度的な課題を明

らかにしていくことが挙げられる。新陳代謝機能が十分に働いていないとしても、対応策

を考えるためにはその原因を特定する必要がある。上述の通り、銀行をはじめとする金融

機能の低下がその候補の一つだが、そのほかにも労働力移動の制約、不動産市場の機能、

税制等様々な制度的要因が関わっている可能性がある。それら制度的・政策的要因と生産

性の関係の分析はこれまであまり行われておらず、今後の重要な研究課題である。政策情

報やアンケート調査と統計のミクロデータをリンクさせることによりそうした課題に迫る

ことが可能かも知れない。第二に、複数の公的統計をマッチングさせることによる質の高

い分析である。例えば、前出の Inui et al. (2009：09-E-048)は、「工業統計」の事業所デー

タと「企業活動基本調査」をリンクさせることで、企業内の資源再配分について重要な知

見を提供している。 

なお、企業・事業所データのパネル化や複数の統計のマッチングを行うに当たって、接

続のためのコンバーターを整備することが分析の効率化に貢献する。阿部他 (2012：

12-P-007)は、「工業統計」のパネルデータ化のためのコンバーターについて、小西(2012

：12-P-020)は、「生産動態統計」と「工業統計」のマッチングの方法について解説を行っ

ており、こうした研究の知的インフラを提供している。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
9 Kobayashi (2012：12-E-052)は、一般均衡モデルを用いて金融危機と経済成長の関係を理論
的に分析し、過剰債務企業の増加を通じて TFP の低下が引き起こされることを示している。 
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４．企業特性と生産性 

 

 本節では、企業・事業所レベルのデータを用いた分析で、どのような企業の生産性が高

いのか、どういう企業行動が生産性を高めるのか、生産性向上にとっていかなる政策が有

効なのかを示唆する RIETI の研究成果を概観する。RIETI では、IT、無形資産、コーポレ

ート・ガバナンス、労働市場、グローバル化、集積の経済性等について様々な分析が行わ

れてきた。以下、類型別にこれまでの研究結果を整理する。 

 

（１）研究開発・技術政策 

 現実に計測される TFP は狭義の技術進歩以外の様々なものを含んでいるが、中核は技術

進歩だと認識されており、研究開発と TFP の関係は古くから分析されてきた。現在では、

研究開発活動がイノベーションを通じて企業の生産性を高めることは定型化された知見で

あり、量的な効果の大小は別としてそれ自体への異論はない。このためか、RIETI の研究

の中で研究開発投資と生産性の関係を単純に分析したものは意外に少なかったが、最近い

くつかの研究成果が現れている。前出の Fukao and Kwon (2005：05-E-004)は、「企業活動

基本調査」を用いて製造業における「新陳代謝」の生産性効果を計測したものだが、同時

に TFP の高い企業の特性を分析しており、高 TFP 企業の研究開発集約度が高いこと、研究

開発集約度は企業の生産性の伸びに対して正の効果を持っていることを示している。10 

その後、森川 (2007：07-J-049)は、「企業活動基本調査」の 2001～2004 年のパネルデータ

で製造業だけでなくサービス産業に着目して各種企業特性と生産性の関係を計測した。そ

の結果によると、研究開発集約度と企業の TFP の水準及び伸び率の間には正の有意な関係

が見られ、この関係は企業固定効果を考慮しても確認できる。しかし、産業別に見ると研

究開発と TFP の正の関係は製造業でのみ見られ、流通業やサービス業では観察されなかっ

た。サービス産業では、ソフトウエアなど一部の業種を除いて、フォーマルな研究開発と

は違ったタイプのイノベーションが生産性にとって重要である可能性を示唆している。 

 サムソン社に代表される韓国企業が世界的にシェアを拡大する一方で日本企業のシェア

が落ちており、日韓企業のパフォーマンスの差をもたらしている要因についての関心が高

まっている。こうした中、Kim and Ito (2013：近刊)は、企業レベルのデータを使用して日

韓企業の生産性比較を行うとともに、研究開発の生産性への寄与を分析している。日本は

「企業活動基本調査」のパネルデータを使用して、TFP の伸び率を被説明変数とし、研究

開発集約度を説明変数とする回帰分析を行っている。その結果によれば、研究開発が TFP

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
10 このほか、グローバル化の箇所でも言及するが、研究開発の生産性へのスピルオーバー効
果を計測した Kiyota (2006：06-E-001)は、自社研究開発が TFP 上昇率に対して正の効果を持つ
ことを示している。 
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上昇率に及ぼす効果は大きく、研究開発投資の収益率は 30％近い数字となっている。研究

開発の収益率については内外で多くの先行研究があるが、それらと量的に整合的な結果で

ある。なお、生産性水準の高い企業や大企業に限って見ると、韓国企業の研究開発は日本

企業に比べてさらに高い生産性効果を持っているという結果である。 

 池内他 (2013：近刊)は、「工業統計」、「科学技術研究調査」の製造業企業のミクロデ

ータを使用し、研究開発及びそのスピルオーバー効果が生産性上昇率の都道府県間格差に

及ぼす影響を分析したものである。研究開発投資の落ち込み及び企業間でのスピルオーバ

ー効果の低下が、日本の生産性上昇率低下に関係していることを示唆する結果となってい

る。 

 最近、「オープン・イノベーション」の重要性が指摘されており、企業内のフォーマル

な研究開発だけでなく、広義のイノベーションをとらえるような分析が必要になってきて

いる。元橋(2003：03-J-015)、Motohashi (2004：04-E-001)は、RIETI「産学連携実態調査」

（2003 年）と「企業活動基本調査」をリンクさせたデータを使用して、産学連携の決定要

因及び産学連携が企業の生産性に及ぼす効果を分析した。分析結果によれば、産学連携は

企業の研究開発（自社開発特許件数）や生産活動の生産性に対して正の効果を持つことが

確認され、この効果は特に企業年齢の若い企業において強い。この結果から、イノベーシ

ョン・システムをネットワーク型でオープンなものに変えていくためにも、産学連携にお

いてダイナミックな研究開発型中小企業の活動を一層促進することが重要だと論じてい

る。Ito and Tanaka (2013：13-E-006)は、研究開発戦略と生産性の関係について、「企業活

動基本調査」（1998～2007 年）のパネルデータを使用し、日本の輸出企業の TFP が、R&D

戦略の違いによってどう違うのかを分析している。自社 R&D 投資を「内部研究開発戦略」、

技術購入あるいは委託 R&D を「外部研究開発戦略」と定義している。分析結果によれば、

内部研究開発と外部研究開発を同時に実施している企業の TFP が最も高く、オープン・イ

ノベーション戦略が自社 R&D と補完的な関係にあることを示すとともに、それが輸出企

業の生産性を向上させる上で重要であることを示唆している。 

 

（２）IT・組織変革・無形資産 

 第２節で見た通り、RIETI の初期の生産性研究では IT と生産性の関係に大きな関心が払

われた。1990 年代半ば以降の米国の生産性回復の要因としての IT の役割について多数の

研究が行われてきたことも背景となった。 

 RIETI において、企業レベルのデータを用いた IT 利用と生産性の関係についての研究は

Motohashi (2003：03-E-021)が最初のものであり、情報ネットワークの利用と生産性の間に

有意な正の関係があることを示した。同時に、IT 利用の生産性への効果が利用形態や産業

によって異なり、IT と補完的な資産が企業によって異なる可能性が指摘されている。一方、

森川(2007：07-J-049)は、「企業活動基本調査」の 1991～2004 年のデータを使用して IT 利

用と生産性の関係を分析し、IT 利用度と TFP の間に有意な正の関係が見られるが、企業固
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定効果をコントロールすると一般に有意ではなくなり、観測されない企業特性（「経営力」）

が関わっていると論じた。 

 その後、欧米では IT と補完的な「組織資本」ないし「無形資産」の重要性が注目される

ようになり、RIETI でもこの点に焦点を当てた研究が盛んになってきた。まず、宮川・金 

(2006：06-J-048)は、1990～2003 年の企業財務データ及び株価情報を用いて組織資本を推計

するとともに、それが生産性に及ぼす効果を分析した。それによれば、知的資産やブラン

ドイメージといった無形資産は、それを組織に定着させるための組織資本が企業内に蓄積

されており、短期的な TFP の伸びにはマイナスだが長期的にはプラスの効果を持つことが

示唆されている。同じ時期に Kanamori and Motohashi (2006：06-E-032)は、企業の意思決定

構造（集中化、分権化）の変化が IT の生産性効果に及ぼす影響を、「企業活動基本調査」

と経済産業省のアンケート調査とをリンクさせた日本企業 2,300 社、４年間のパネルデー

タで分析した。そして、意思決定の集中化も分権化も、IT の生産性効果に対して有意な効

果を持っており、特に意思決定のラディカルな変更を行った企業ほどこの効果は顕著であ

ること、こうした効果は製造業では見られず非製造業でのみ見られることを示した。その

上で、IT 投資に付随する組織デザインの重要性を示唆すると論じている。 

 また、Motohashi (2007：07-E-047)は、日・米・韓企業に対する RIETI のサーベイ・デー

タ（2006 年）を使用し、様々な IT システムと生産性との関係、IT 利用に関する企業戦略

を国際比較している。その結果によれば、米国企業では経営戦略支援・顧客開拓といった

高度な IT 利用が企業の生産性に正の効果を持っているのに対して日本企業では人事管理

・経理・受発注等のルーティン業務に関する IT システムが生産性に正の効果を持っている

こと、米国企業は経営戦略において IT の利用を最も重視していること等、経営全体の中で

の IT 利用が米国企業において進化していることが示されている。さらに Motohashi (2008

：08-E-007)は、同じデータをもとに主成分を抽出した上で企業の TFP との関係を分析し、

日米両国とも単なる IT 集約度ではなく、経営戦略支援・顧客開拓等としての利用度や人事

・経理等のバックオフィス型のシステム利用度が TFP 水準と相関しており、そのマグニチ

ュードは両国で差がないことを示した。これらの結果に基づいて、日本企業は経営戦略支

援・顧客開拓等の分野に IT を一層活用することによって生産性を向上させる余地があると

解釈している。 

 このほか、安他 (2012：12-J-014)は、「企業活動基本調査」のミクロデータを用いて、

電子商取引が企業の生産性に与える効果を分析し、購買（調達）における電子商取引の利

用が TFP の水準・上昇率に対して統計的に有意な正の効果を持つという結果を報告してい

る。 

 宮川他 (2008：08-J-062)は、上述の無形資産と生産性の関係を解明するため、企業の組

織運営及び人事管理について独自のインタビュー調査を実施し、その結果に基づいて行っ

た研究である。Bloom、Van Reenen らの先行研究を参考にしつつ類似の設問を用いて調査

を行っている。具体的には、製造業 4 業種（電気機械器具、情報通信機械器具、自動車・
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同付属品、精密機械器具）、サービス業 3 業種（映像・音声情報制作業、情報サービス業、

小売業）で東京地区に本社のある 151 社に対する調査結果に基づき、組織運営・人事管理

のスコアと企業の生産性の関係を分析した。その結果によれば、単に組織の透明度や人事

制度の柔軟性を有しているだけでは生産性向上につながっておらず、改革から 2 年以上を

経て組織の透明度を高め、人事制度を柔軟にした場合に生産性を向上させる効果が見られ

た。ただし、サンプル数が少ないこと、ワンショットの調査に基づく分析であること等か

ら十分に頑健な分析結果とは言い難い。宮川他 (2011：11-J-035)は、これを拡充し、製造

業４業種、サービス業３業種を対象としたインタビュー調査及び人事部を対象としたアン

ケート調査に共通して回答した 391 社のデータを使用し、人的資源管理と企業パフォーマ

ンスとの関係を分析している。人的資源管理を含む生産関数を推計した結果によると、人

的資源管理のスコアと企業の付加価値との間には正の関係が見られ、特に研修による人材

育成は付加価値と強い正の関係を持っていた。筆者自身が留保している通り、クロスセク

ションの分析であり因果関係を明らかにするものではないが、良好な人的資源管理が生産

性に対して正の効果を持つことを示唆している。11 この研究プロジェクトではさらに追

加的なアンケート調査を行っており、経営の質と生産性の関連についての知見の深化が期

待される。 

 

（３）企業統治構造・労使関係・企業間関係 

 前述の通り、企業レベルの生産性に対して、企業固定効果－「経営力」－の影響が大き

く、観測可能な企業特性の生産性への効果はしばしば企業固定効果をコントロールすると

消失する。このことは経営に影響を及ぼす様々なコーポレート・ガバナンスの仕組みの重

要性を示唆しており、いわゆる「日本的経営」の評価とも関連がある。日本的経営あるい

は日本型経済システムは 1980 年代には海外からも高い評価をされていたが、「失われた十

年」に入りその評価は 180 度転換した。こうした状況の下、RIETI は発足当初からコーポ

レート・ガバナンスを主要研究課題として扱ってきており、生産性との関係では、企業の

ステークホルダー、企業－銀行関係、下請構造を含む企業間関係、M&A と生産性の関係

が分析されてきた。 

 コーポレート・ガバナンス研究において所有と経営の分離に伴うエージェンシー問題は

最大の研究課題である。企業の所有構造と生産性の関係を直接に扱った RIETI の研究は多

くないが12、森川 (2008：08-J-09)、Morikawa (2008：08-E-026)は、株式所有構造と TFP の

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
11 Miyagawa et al. (2010：10-E-013)は、日韓の 923 企業に対して行った組織管理と人的資源管
理に関するインタビュー調査（日本のデータは宮川他 (2011)と同じ）結果をもとに日韓比較を
行ったものである。日本企業は平均的に見て韓国企業よりも、組織管理、人的資源管理におい
て高いスコアとなっている。 
12 コーポレート・ガバナンスの研究では、企業の経営成果の指標として企業価値（株価総額）
や会計上の収益率（ROA 等）が用いられることが多く、RIETI のコーポレート・ガバナンス研
究の中にもそうしたものはいくつか存在する。 
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関係を同族企業（家族企業）に焦点を当てて分析した。具体的には、経済産業省が 10 年前

に行った企業へのアンケート調査と「企業活動基本調査」の企業データをリンクさせた数

千社のデータセットを使用して、役員、その家族、金融機関、一般投資家等の株式所有比

率と TFP 上昇率の関係を分析した。分析結果によれば、役員やその家族の株式所有比率が

高い企業は生産性上昇率が有意に低い（ただし、この関係はサンプルを上場企業に限定す

ると小さい）。他方、金融機関、一般投資家等の株式所有比率と生産性の間にはシステマ

ティックな関係は観察されなかった。この結果は、日本では所有と経営の分離に起因する

エージェンシー問題よりも所有と経営の融合によるエージェンシー問題の方が深刻かも知

れないこと、メインバンクによるモニタリング機能が低下している中で新たなモニタリン

グの仕組みを構築することが必要なことを示唆している。 

 外資の株式所有が企業の生産性に及ぼす効果については、対内直接投資の効果の文脈で

比較的多くの研究が行われている。これらは（４）グローバル化の節で詳述するが、総じ

て言えば、外資が生産性に対して正の効果を持つことを示唆する結果が多い。このほか、

Shinada (2010：10-E-005)は、日本の上場企業の財務諸表と海外投資家による議決権行使に

係るパネルデータを使用して、海外投資家による株式保有や議決権行使が企業パフォーマ

ンスに及ぼす効果を分析し、それらが企業の生産性に対して正の効果を持つことを示唆す

る結果を示し、単に株式保有比率という量的な関与だけでなく、議決権行使等を通じた質

的な関与が重要だと論じている。 

 企業内労働組合は、長期雇用慣行、年功賃金とともに「日本的経営」の構成要素と理解

されてきた。他方、他の先進国と同様、日本でも労働組合組織率は長期低下傾向をたどっ

ている。労働組合と生産性の関係は古くから内外で多数の研究がある分野だが、米国では

労働組合の生産性効果はゼロ又は小さな正値というのが一応のコンセンサスとなってい

る。森川 (2008：08-J-027)、Morikawa (2008：08-E-027)は、企業レベルのデータセットを使

用して労働組合のプレゼンスと生産性の関係を分析した。それによれば、日本の労働組合

の存在は生産性に対して大きな正の効果を持っており、現在でも日本の企業別労働組合が

生産性向上に対して有効に機能しうることを示唆している。ただし、筆者が指摘している

通り、労使関係や人的資源管理に係る他の変数は考慮されていないため、労働組合の存在

は企業の人的資源管理（HRM）の良好さの代理変数になっている可能性は排除できない。 

 日本の長期雇用慣行は企業特殊的人的資本投資を促進し、高度成長期の経済成長に正の

貢献をしてきたと理解されている。他方、法律上及び判例上の厳格な解雇規制が雇用調整

の柔軟性を阻害し、企業の生産性に負の影響を持つ可能性も指摘されている。こうした中、

奥平他 (2008：08-J-017)、Okudaira et al. (2011：11-E-078)は、都道府県レベルの判例と「企

業活動基本調査」の企業データをリンクさせた分析により、日本の整理解雇規制が企業の

生産性に与える影響を実証的に分析した。その結果によれば、整理解雇無効判決が相対的

に多く蓄積される時に企業の TFP 伸び率が有意に低下しており、特定の労働者に対する雇

用保護の影響は労働市場にとどまらず、企業の生産性への負の影響を通じて経済全体に影
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響を与える可能性があると論じている。 

 以上のほか、RIETI ではワークライフバランス（WLB）について企業レベルでの国際比

較調査を行うなど精力的に研究を進めており、WLB と生産性の関係も分析が行われてい

る。山本・松浦 (2011：11-J-032), Yamamoto and Matsuura (2012：12-E-079)は、WLB が中

長期的な生産性に及ぼす効果を企業レベルのデータで分析したものである。「企業活動基

本調査」のパネルデータと RIETI が独自に実施したアンケート調査のデータを組み合わせ

て分析を行っている。その結果によると、全体としては、WLB 施策と TFP はプラスの相

関を持つが、生産性が高い企業ほど WLB 導入に積極的な傾向があるという内生性を考慮

すると、WLB 施策が TFP を高めるという因果関係は見出せない。この点は海外の先行研

究と整合的な結果である。ただし、従業員 300 人以上の大企業、製造業、労働の固定費の

大きい企業等では、WLB 施策の導入が TFP を中長期的に上昇させる可能性があり、他方、

中小企業においては TFP を低下させるケースもあるなど、企業特性や個々の WLB 施策に

よって結果に違いがある。 

 グローバル競争、技術革新、製品の短サイクル化、規制緩和等を背景に、企業業績の不

安定性、不確実性が高まっており、こうした環境変化は弾力的な雇用量の調整を要請し、

非正規労働への需要を高めている。逆に、売上高が大きく変動する中で労働投入量の調整

を行うことができない企業の生産性は低下する可能性がある。森川 (2010a：10-J-023)、

Morikawa (2010：10-E-025)は、1994 年～2006 年、日本企業 8 千社超のパネルデータを使

用した分析により、売上高のヴォラティリティが高い企業においては派遣労働等の利用度

と TFP の間に顕著な正の関係があり、この関係は非製造業よりも国際競争圧力の強い製造

業で顕著であるという結果を示している。 

 なお、パートタイム、派遣をはじめとする非正規雇用の増加は、企業レベルでの生産性

の計測に対して難題を投じている。すなわち、労働時間の異質性が高まっている中で、労

働投入量を測る際に正確な労働時間データが必要となるからである。この問題に関し、森

川 (2010b：10-J-022)は、企業単位でパートタイムの労働時間を捕捉することができるよう

になった最近の「企業活動基本調査」のミクロデータを使用し、従来のような産業集計デ

ータではなく個別企業レベルのパートタイム労働時間を用いることにより、労働生産性や

TFP の計測精度がかなり向上すること、特に小売業やサービス業の生産性を計測する際に

大きな違いが生じうることを示し、企業統計における調査事項の充実の重要性を指摘した。 

 かつて日本ではメインバンク関係の存在が良好な経済パフォーマンスの一因と理解され

てきた。しかし、1990 年代の金融危機とマクロ経済の停滞の並存は、銀行部門の健全性と

借り手企業のパフォーマンス（生産性を含む）の関係についての研究の契機となった。リ

ーマン・ショック以降の世界的な金融・経済危機は、この問題への関心をさらに高めてお

り、欧米を中心に理論・実証研究が進展している。小林・秋吉 (2006：06-J-021)、Akiyoshi 

and Kobayashi (2007：07-E-014)は、1990 年代に発生した銀行の自己資本比率の低下が、借

り手企業の生産性に与えた影響を企業財務データを用いて分析した。その結果によると、
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1997～1998 年の金融危機の時期に、メインバンクの自己資本比率の低下が、借り手企業の

生産性の低下を引き起こしていた可能性が高く、自己資本比率規制基準を短期間で達成し

ようとした銀行の対応が実物経済の生産性低下をもたらした可能性を示唆している。13 

このほか、第３節で述べた通り、Kwon et al.(2009：09-E-05)は、製造業の事業所レベルのデ

ータ（1981～2000 年）を使用して労働再配分の効率性を分析し、1990 年代日本の非効率な

労働再配分による生産性低下の約４割がゾンビ企業への追い貸しによるとの結果を示して

いる。 

 企業間の長期継続的な取引関係、特に下請構造も日本の経済システムの特徴の一つとさ

れてきた。深尾・伊藤 (2001：01-J-00)は、「工業統計」の個票データを使用して、自動車

産業の 1981 年から 96 年までの TFP 上昇率を計測し、稼働率の変動を調整した場合でも自

動車製造業で年率約 0.6％、自動車部品製造業で年率約 1.3％とそれ以前の時期に比べて大

きく低下したことを示した。同時に、自動車メーカー間の生産性格差は 1980 年代以降顕在

化しており、生産性上昇率が高かった自動車メーカーでは、その系列部品サプライヤーの

生産性上昇率も高いこと、好調な系列グループでは、部品サプライヤーが組立事業所の近

隣に集積し技術知識の共有を通じて生産性が上昇した可能性が高いと論じている。近年で

も自動車製造業において継続的取引関係が生産性上昇に依然として有効だった可能性を示

唆する結果である。 

 製造業の下請構造については過去 20 年ほどの間に多くの研究の蓄積がされてきたが、非

製造業についての研究は多くない。そうした中、峰滝・元橋 (2007：07-J-018)は、日本の

ソフトウエア産業の重層的下請構造に着目し、「情報処理産業経営実態調査」（2006 年, IPA）

の個票データを用いて、ソフトウエア産業の生産性の決定要因を実証分析した。そして、

「中間的下請」の生産性が「元請」、「最終下請」に比べて低く、そこでの人材育成の遅

れがソフトウエア産業全体の生産性レベルを下げる原因となっていると論じた。また、峰

滝・元橋 (2009：09-J-002)は、「企業活動基本調査」と「特定サービス産業実態調査」の

リンクデータを用いて日本のソフトウエア産業の生産性を分析した。ソフトウエア企業を、

「独立型」、「元請型」、「中間下請型」、「最終下請型」の 4 つのタイプに分類した上

で TFP を比較して、「独立型」ソフトウエア企業の生産性が、重層的なソフトウエア産業

を構成する他のタイプの企業よりも高いことを示した。これらは製造業以外の企業間関係

と生産性の関係を分析したユニークな研究であり、情報サービス産業政策の検討に資する

成果である。 

 以上のほか、企業間の取引関係や企業・銀行間関係の経済効果については、「効率的な

企業金融・企業間ネットワーク」プロジェクトでいくつかの研究が行われてきた。その成

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
13 その後、Kobayashi and Yanagawa (2008：08-E-003)は、銀行危機がマクロ的な生産性低下を
もたらすメカニズムについての理論モデルを提示している。また、第３節で言及した
Hosono(2009：09-E-012)は、一般均衡モデルのシミュレーションにより、日本の銀行危機が企業
間の資源再配分の悪化を通じてマクロ的な TFP 上昇率の低下に及ぼした影響が大きいことを定
量的に示した。 
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果の多くは生産性との関係を直接に分析したものではないが、企業間取引関係が集積の経

済性に関係していることを明らかにしてきている。 

 合併買収（M&A）は、財・サービス市場での競争とともに重要な外部からのガバナンス

のチャネルである。買収防衛策をめぐる制度論が盛んに行われたこともあり、注目を集め

た研究課題である。14 RIETI では、深尾他 (2006：06-J-024)が「企業活動基本調査」の製

造業及び流通業の個票データを使用して M&A が生産性に及ぼす効果を分析した成果であ

る。そこでは海外からの M&A と国内企業間の M&A を比較している。分析結果によれば、

外国企業はもともと労働生産性が高い日本企業を買収対象に選ぶ傾向があるが、買収後に

被買収企業の生産性指標はさらに改善していた。一方、日本企業は収益率及び輸出比率が

低く負債比率が高い日本企業を買収対象に選ぶ傾向があり、買収後に被買収企業の生産性

に対して有意な正の効果が見られない。この結果は、外資系企業の高い生産性のうち一部

は選別（selection）効果によるものであるが、外資系企業による買収は日本経済の生産性向

上に寄与しうるものであることを示唆している。 

 その後、滝澤他 (2009：09-J-005)、Hosono et al. (2009：09-E-017)は、レコフ社の M&A

データと「企業活動基本調査」の企業データをリンクさせたデータベース（1994～2002 年）

を作成し、企業の合併前後のパフォーマンス変化を Propensity Score Matching（PSM：傾向

スコア法）の手法で分析した。15 そして、合併直後には特に製造業で TFP の落ち込みが

見られるが、時間の経過とともにパフォーマンスの改善が見られること、特に製造業では

異業種間の合併で TFP の改善がかなり明確であること等を明らかにしている。日本の大企

業では 1990 年代に「選択と集中」という形で過度の多角化の修正が盛んに行われたが、現

実に異業種間合併を行った企業は、範囲の経済性によるシナジー効果を生かしたことを示

している。 

 総じてこれらの研究は、近年の企業再編を円滑化することを目的とした商法や独禁法の

累次の改正が、生産性向上という観点から一定の意義があったことを示唆している。 

 コーポレート・ガバナンスの研究においては、社外取締役・社外監査役といった内部的

なガバナンス機構、エージェンシー問題を軽減するための経営者報酬のあり方や経営者の

交代をもたらす仕組み等が分析されてきている。RIETI では、「企業統治分析のフロンテ

ィア」プロジェクトにおいて、日本的経営の変化の実態を明らかにするとともに、社外取

締役導入の効果、買収防衛策導入の影響等企業統治と企業パフォーマンスの関係が幅広く

分析されてきている。ただし、これらコーポレート・ファイナンス系の研究は一般に株式

収益率、企業会計上の利益率といった指標を経営成果の指標として用いることが一般的で

あり、生産性との関係が分析されることは多くない。森川 (2012：12-J-002)、Morikawa (2012

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
14 経済産業省では「企業価値研究会」が２回にわたり報告書をまとめ、企業の買収防衛策導
入の指針となった。 
15 社会科学では「実験」が困難である。傾向スコア法（PSM）は、そうした制約の中で適当
な比較対象を特定して政策等の因果的な効果を明らかにするために開発された手法である。 
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：12-E-011)は、ストックオプションと生産性の関係を、日本企業のパネルデータを用いて

実証的に分析したものである。ストックオプションは、米国等では古くから採用されてき

た仕組みで、所有と経営の分離に起因するエージェンシー問題の軽減、経営者のリスクテ

ーキングの増進、役員・従業員のインセンティブ向上といった効果を持つことが期待され

てきたが、日本では商法改正によって 1997 年から本格的に利用が可能になった。分析結果

によれば、ストックオプションの採用は TFP に対して正の効果を持っており、また、スト

ックオプション採用後に、研究開発集約度が高まる傾向が見られた。ストックオプション

採用の内生性の問題を排除できないが、同制度が経営者のリスク投資や生産性向上に有効

だった可能性を示唆している。日本では株価の低迷が続いてきたこともあってストックオ

プションの利用は停滞気味だが、今後、株価の回復が続くならば再評価される可能性を持

つ制度ではないだろうか。 

 以上見てきた通り、コーポレート・ガバナンスに関わる多様なメカニズムは生産性に対

して大きな影響を持ちうる。メインバンク機能の低下、労働組合組織率の低下、サービス

産業の拡大といった構造変化が進展する中、M&A を通じた外部からのガバナンスととも

に、有効な内部的ガバナンスの仕組みの開発が急務となっており、そうした検討に資する

ような研究の一層の蓄積が必要である。 

 

（４）グローバル化 

 RIETI ではここ数年、企業活動のグローバル化が生産性に及ぼす効果についてミクロデ

ータを用いた分析を多数行ってきている。当初、対日直接投資を通じた技術・ノウハウの

移転、その国内企業へのスピルオーバー、外資系企業との競争活発化等を通じた生産性へ

の効果についての分析がいくつか行われ、その後は、日本企業の対外直接投資や輸出とい

った外へのグローバル化を通じた生産性効果が分析の焦点となっている。 

 対内直接投資と生産性の関係についての RIETI の研究成果としては、Fukao and Murakami 

(2004：04-E-014)が最初のものである。同論文は、「企業活動基本調査」1994～1998 年の

製造業企業のパネルデータにより、外国所有企業と自国所有企業の TFP を比較し、日本が

対内直接投資によって便益を享受しているかどうかを分析した。その結果によると、外資

企業は国内企業よりも約 10％TFP が高く、また、外資による M&A の対象となった企業も

同様に高い生産性だった。同論文は、この結果に基づき M&A を含む対内直接投資を促進

する政策が望ましいと論じた。次いで、Fukao et al. (2005：05-E-005)は、「企業活動基本調

査」の製造業企業のデータでの分析を 2000 年まで延長し、外国企業はもともと高い TFP

水準・収益率の企業を取得する傾向があるが、外国企業による M&A は対象企業の TFP 及

び売上高利益率を高める効果を持っており（国内企業同士の M&A ではこうした効果は見

られない）、選別効果だけでなく海外からの技術移転効果が生じていると解釈している。

上の論文と比較すると、因果関係により注意を払った分析となっており、外資の参加が単

なるセレクションにとどまらない効果を持つことを示している。さらに、前述の深尾他 
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(2006：06-J-024)も「企業活動基本調査」の個票データを使用し、製造業、卸売・小売業に

おける対日・国内企業間買収の効果を分析した。外資系企業の生産性が高いという結果は

同様だが、特に外国企業に買収された企業の生産性がさらに改善することを確認しており、

上述の政策的含意を補強している。以上のほか、前述の Kiyota (2006：06-E-001)は、対日

直接投資及び輸入からの技術のスピルオーバーが日本企業の TFP を高める効果を持つこと

を示しており、やはり同様の政策的含意を持つ実証分析である。16  政策的に見ると、こ

れらの研究結果は、「対日直接投資倍増計画」の策定を支持するものとなった。 

 その後、権・金 (2010：10-J-050)は、「企業活動基本調査」のデータ（2000～2005 年）

を使用して、外資所有が TFP に及ぼす効果を、米国と米国以外とを比較して分析した。具

体的には、米国企業の子会社、米国以外の外資系企業、日本企業の子会社、日本の多国籍

企業、日本の独立企業の５つに分けて比較を行い、外資系企業、特に米国企業の子会社の

TFP 水準が高いことを示している。また、伊藤 (2011：11-J-034)、Ito (2011：11-E-063)は、

外資のプレゼンスと国内企業の生産性の関係、つまり同一産業の外資系企業からのスピル

オーバー効果について、「企業活動基本調査」のデータ（2000～2007 年）を用いて分析し

たものである。分析結果によると、全体として外資系企業自体の生産性は日本の国内企業

に比べて高いが、製造業・非製造業ともに国内企業の生産性に対する同一産業の外資系企

業からの正のスピルオーバー効果は認められなかった。ただし、生産性上昇率が高い一部

の企業や技術フロンティアから遠い製造業企業ではスピルオーバーの存在を示唆する結果

も見られた。 

 

 その後の研究は、日本企業の海外展開と生産性の関係に焦点を当てたものが多い。企業

のグローバル展開が国内の生産性を高めるメカニズムとしては、①生産性の高い企業のシ

ェアが高まることにより集計的な生産性が上昇するという reallocation 効果、②グローバル

化を通じた学習や海外からの技術の流入により当該企業の生産性が高まるという効果の２

つがありうる。RIETI のこれまでの研究は、②に焦点を当てたものが多い。Hijzen et al. (2007

：07-E-006)は、「企業活動基本調査」の製造業企業のデータ（1995～2002 年）を使用し、

海外子会社の設立が企業の国内パフォーマンスに及ぼす効果を分析した。因果関係を明ら

かにするため、傾向スコア法（PSM）と D-D（difference-in-difference）推計を組み合わせて

推計している。その結果によると、日本の対外直接投資は国内における生産、雇用に対し

て正の効果を持つが、生産性（TFP）に対する有意な正の効果は確認されなかった。 

 松浦他 (2007：07-J-015)は、企業活動のグローバル化が顕著な機械工業に焦点を絞って、

「工業統計」の事業所レベルのデータと「企業活動基本調査」及び「海外事業活動基本調

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
16 これらはいずれも対日直接投資の促進が日本の生産性向上に寄与する可能性を示唆してい
るが、前出の森川(2007：07-J-049)は、「企業活動基本調査」のサービス産業を含むサンプルで、
企業固定効果を考慮すると外資比率の向上が生産性向上につながるとは言えないという結果を
提示している。 
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査」の企業情報とをリンクさせて海外生産活動が生産性に及ぼす効果を分析した。その結

果によると、海外進出企業、国内企業とも生産性の高い分野へと生産活動をシフトさせて

いるが、海外進出企業の場合は事業所内の生産性上昇効果が大きいのに対して、国内企業

の場合は事業所の開廃業を通じた生産性効果が大きいという違いが見られた。さらに、松

浦他(2008：08-J-049)、Matsuura et al. (2008：08-E-034)は、日本の電機機械産業における対

外直接投資が、進出企業の国内における生産性にどのような影響を与えているかを「工業

統計」と「海外事業活動基本調査」とをリンクさせたデータセットを用いて分析した。分

析の特徴は、水平的直接投資と垂直的直接投資とを区別して扱っている点である。この結

果、水平的直接投資は国内企業の生産性に大きな影響を与えていないが、垂直的直接投資

は国内企業の生産性の水準に対してもその成長率に対しても有意な正の効果を持っている

ことが示されている。その後、Obashi et al. (2009：09-E-053)は、サンプルを製造業全体に

拡張し、水平的直接投資と垂直的直接投資の影響の違いに加えて、国内の製造部門と非製

造部門への影響の違いを考慮に入れて分析を行った。データは「工業統計」、「企業活動

基本調査」、「海外事業活動基本調査」の 1992～2005 年の企業データである。水平的直接

投資の TFP への効果が見られないという結果は松浦他(2008)と同じだが、垂直的直接投資

についても、企業全体への効果は確認されず、製造部門の TFP に限ると有意な正の効果が

見られるとの結果である。 

 Ito (2007：07-E-049）は、1980～2005 年の日本企業のパネルデータを使用して、対外直

接投資と生産性の関係を、サービス産業と製造業を比較しつつ分析した。原データは日本

開発銀行の企業財務データ及び東洋経済の「海外進出企業総覧」のデータであり、対外直

接投資の生産性への効果は傾向スコア法（PSM）と D-D 分析により推計している。分析結

果によれば、サービス産業では直接投資を行った企業のその後の TFP 上昇率は直接投資を

行った製造業企業の生産性上昇率よりも 1.4 倍高い伸びを示し、直接投資の２年後の TFP

は 1.5％高くなる（製造業では非有意）。サンプル数がやや少ないため分析結果の頑健性に

は議論の余地があるが、サービス産業においてグローバル化の効果が製造業よりも大きい

との結果は興味深い。 

 若杉他(2008：08-J-046)、Wakasugi et al. (2008：08-E-036）は、「企業活動基本調査」と

「海外事業活動基本調査」のミクロデータを使用して企業の生産性と直接投資・輸出の関

係を包括的に分析したものである。企業の異質性を前提とした近年の理論モデルの進展を

踏まえ、それらを実証的に検証するという性格のものである。前述の研究が対外直接投資

の効果に焦点を当てているのに対して、輸出と直接投資とをともに考慮している。分析結

果は多岐にわたっているが、グローバル化が生産性に及ぼす影響に限って見ると、国際化

企業と非国際化企業の生産性格差は輸出・直接投資の開始後に拡大するという結果を示し

ている。 

 Okubo and Tomiura (2013：13-E-005)は、輸出企業の生産性プレミアムについて、日本の

中での地域差を扱った研究である。具体的には、「工業統計」の工場レベルのデータを用
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いて地域別の輸出生産性プレミアム及びその分布を計測している。分析結果によれば、東

京や大阪からの距離が遠くなるほど、輸出企業の生産性プレミアム（輸出企業と非輸出企

業の生産性の差）が大きくなる傾向がある。また、宮崎や高知では輸出企業は非輸出企業

よりも高い生産性分布なのに対して、東京や大阪では輸出企業と非輸出企業との分布の差

はほとんど存在しない。都心部でのインフラ整備・改良が輸出の促進を通じて日本全体の

国際競争力を押し上げる可能性を持つことを示唆している。ただし、後述する集積の経済

性との関係で言うと、国内市場のみを対象とする非輸出企業における生産性の地域間格差

の反射的効果を含んでいる可能性がある。 

Bellone et al. (2013：13-E-011)は、日仏製造業の企業データを使用して輸出と生産性（TFP）

水準の関係を分析したものである。従来の研究は、同一国内の輸出企業と非輸出企業の生

産性を比較するものだが、この論文では、日仏二国の輸出企業間で生産性の国際格差が存

在するかどうかに着目している。技術的には、個々の企業情報の秘匿という要請を満たし

つつ国際比較を行うため、全ての企業の生産性をフランスの平均的企業の生産性を基準に

して計測するという方法を開発した点に特徴がある。両国通貨の換算には EUKLEMS の購

買力平価（PPP）データが使用されている。分析結果によれば、日仏企業の生産性格差は

両国の比較優位構造と整合的であり、機械系の製造業で日本企業の生産性が高く、印刷・

出版や化学ではフランス企業の生産性が高い。輸出企業に着目すると、日本企業の生産性

が高い産業（自動車産業等）では日仏輸出企業の生産性格差が（非輸出企業を含む平均的

な格差よりも）大きい。一方、フランス企業の生産性が高い産業（化学等）では、日仏企

業の生産性の格差が小さい。この結果について筆者は、日本企業はフランス企業よりも高

い貿易コストに直面しているため生産性が高くなければ輸出企業になれないが、フランス

企業は貿易コストが低いため生産性が低くても輸出企業になれると解釈しており、貿易自

由化等を通じて貿易コストを低下させることで、多くの企業に輸出のチャンスが生まれる

と論じている。 

 先述の Inui et al. (2009：09-E-048)は、「企業活動基本調査」の企業データと「工業統計」

の事業所データをリンクさせ、日本の製造業企業の海外展開と国内の事業所閉鎖確率、生

産性の関係を分析した。事業所閉鎖確率に関するプロビット・モデルの推計結果によると、

日本の海外進出企業（多国籍企業）の方が事業所閉鎖確率が有意に高いが、閉鎖された工

場は他の工場に比して生産性の低い工場であった。また、製造業全体の生産性変動を、存

続工場による生産性上昇効果と工場の市場シェア変化の効果に要因分解した結果による

と、海外進出企業の事業所閉鎖は小さいながら TFP にプラスの寄与をしていた。以上の結

果に基づき、日本企業の生産拠点の海外移転は、国内生産拠点の閉鎖を促すものであるが、

日本の製造業全体の生産性低迷の原因とは言えないと結論している。企業・事業所のリン

クデータの利点を生かして企業内での事業所間での資源再配分に焦点を当てたユニークな

成果である。また、グローバル化が国内の生産性に及ぼす効果のうち reallocation 効果を直

接に検証した数少ない例である。 
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  この分野でも製造業を対象とした研究が多数を占めてきたが、Tanaka (2011：11-E-059)

は、日本のサービス産業に属する国際化（多国籍）企業の生産性を「企業活動基本調査」

のデータを用いて分析したものである。コルモゴロフ-スミルノフ検定により TFP の分布を

比較した結果、製造業と同様にサービス産業においても、国際化企業は非国際化企業より

も生産性が高いことが確認された。また、Tanaka (2013：13-E-007)は、「企業活動基本調

査」のパネルデータを用いて、卸売業の生産性と輸出の関係を分析した。Tanaka (2011：

11-E-059)と同様、コルモゴロフ-スミルノフ検定により TFP の分布全体を比較している。

分析結果によると、製造業と同様に、卸売業でも非輸出企業に比べて輸出企業の方が生産

性が高く、また、外国子会社を持つ輸出企業の方が外国子会社を持たない輸出企業よりも

生産性が高い。Edamura et al. (2011：11-E-069)は、日本企業の海外子会社と国内親会社の

生産性の関係を、「企業活動基本調査」のデータで製造業・非製造業を含めて分析したも

のである。その結果によると、海外進出による国内親会社への効果は、海外現地法人の産

業（製造業か非製造業か）、立地する地域（欧米かアジアか）に依存するという異質性が

あり、欧米に立地する非製造業の FDI において、親企業の生産性に対して正の影響がある

との結果を報告している。総合商社をはじめ卸売企業も国際貿易において重要な役割を果

たしている。 

 このほか、伊藤・田中(2013：13-J-023)は、日本の多国籍企業の親会社と現地法人の労働

生産性の「水準」を計測・比較する試みである。産業別の投入・産出に関する購買力平価

（PPP）を用いて付加価値労働生産性を推計し、親会社と現地法人の生産性を比較してい

る。米国、台湾、韓国の現地法人の生産性は親会社の生産性を凌ぐ又は同程度の水準とな

っていること、日本の親会社の生産性が高いほど現地法人の生産性が高いという関係があ

り、親会社の生産性向上が多国籍企業全体の生産性上昇に結びつく可能性を示している。 

 以上の研究と方法論的に異なるものとして、Arita and Tanaka (2012：12-E-010)がある。

同論文は、対内・対外直接投資が産業内資源配分と全体的な生産性に与える影響について、

異質企業の一般均衡モデルを用いたカリブレーションによって定量的に分析したものであ

る。日系多国籍企業のミクロデータを用いてモデルの構造パラメーターを推定した上で仮

想的なシミュレーションを行った結果、世界全体の投資障壁の低下は生産性の高い企業の

海外生産を生産性の低い企業よりも大きく拡大し、仮に投資障壁が 20 パーセント低下する

と全体的な生産性は 30.7 パーセント上昇する。この結果は、自由貿易協定・経済連携協定

等を通じた海外市場の投資環境改善、日本の投資障壁の低減による生産性の高い外資企業

の日本国内への誘致がいずれも日本経済に望ましい効果を持つことを示している。政策的

含意が強い優れた研究である。 

 

 上記の若杉他(2008)、Wakasugi et al. (2008：08-E-036）以降、日本企業の輸出と生産性の

関係についての実証分析も急速に蓄積されてきた。輸出を行う企業の生産性が高いことは

内外の研究で確認された「定型化された事実」と言えるようになってきたが、その理由と
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してはもともと生産性の高い企業が輸出を行うという選別効果、輸出を行うことで企業の

生産性が高まるという「学習効果」の両者が考えられる。そのいずれが支配的かによって

政策的含意は大きく異なってくる。このため、最近は傾向スコア法（PSM）を用いたマッ

チングによって類似の特性を持つ非輸出企業との比較を行うなど、分析手法も洗練された

ものになってきている。Yashiro and Hirano (2011：11-E-054)は、「企業活動基本調査」の

製造業企業のミクロデータを使用し、傾向スコア法により輸出企業と近い属性の国内企業

のみをマッチさせた上で、D-D 推計により輸出参入の生産性への学習効果を推計したもの

である。その結果は、輸出に参入した企業はその後３年間にわたって非輸出企業よりも最

大で 12%ポイント高い TFP 上昇率を実現していること、また、輸出への参入は研究開発支

出を増加させる効果を持っていること、ただしいずれも好調な輸出環境の下でのみ観察さ

れることを示している。伊藤 (2011：11-J-066)も、輸出開始企業が、輸出の学習効果によ

って生産性を向上させているかどうかを、やはり傾向スコア法を用いて分析したものであ

る。サンプルは「企業活動基本調査」の製造業企業である。北米又は欧州に輸出を開始し

た企業は、そうでない企業よりも生産性及び研究開発費の成長率が高いが、アジアに輸出

を開始した企業では明確な生産性成長率の向上効果は認められなかった。 

 前出の Ito and Tanaka (2013：13-E-006)は、研究開発（内部研究開発、オープン・イノベ

ーション、輸出、生産性の関係を分析している。輸出企業は非輸出企業に比べて R&D 活

動（オープン・イノベーションを含む）を行う企業の割合が高く、輸出と R&D の補完性

が認められる。TFP は、輸出企業の生産性が非輸出企業よりも高く、非輸出企業・輸出企

業ともに R&D 活動を行っている企業の方が非 R&D 企業よりも生産性が高い。そして、内

部 R&D と外部 R&D 戦略を同時に採用している企業の TFP が最も高い。この結果は、オー

プン・イノベーションが自社 R&D 活動と補完的なことを示しており、筆者は、両者の有

機的な連携が輸出企業の生産性向上にとって重要だと論じている。 

 

 グローバル化の関係では、企業のオフショアリングによる生産性への効果も注目されて

おり、RIETI でも日本企業を対象とした実証研究が行われている。Hijzen et al. (2007：

07-E-005)は、事業活動の海外へのオフショアリングが企業の生産性に及ぼす効果を、「企

業活動基本調査」の製造業企業のデータ（1994～2000）年で実証分析したものである。分

析結果によると、内生性等をコントロールした上で、オフショアリングは一般に生産性に

対して正の効果を持っている。具体的には、オフショアリング集約度（製品・部品の海外

調達の付加価値に対する割合）の１％ポイント上昇は、生産性（TFP）上昇率を 0.17％高

めるという関係にあり、オフショアリングを行っている企業の平均で年間の生産性上昇率

を 1.8％高める効果を持つという。これは量的に大きなマグニチュードである。また、オフ

ショアリングの生産性上昇への効果は、当該企業の初期の生産性水準とは負の関係があり、

オフショアリングは生産性の低い企業が競争力を高める有効な手段であると論じている。

その後、Ito et al. (2008：08-E-028)も、オフショアリングが生産性に及ぼす効果を、日本の
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製造業企業を対象に分析しているが、オフショアリングとして中間財だけでなくサービス

も考慮している。海外の先行研究では「サービス・オフショアリング」が注目されている

が、既存統計ではこれが把握できないため、独自にオフショアリングに関するサーベイ調

査（2006 年、5,528 企業）を行い、「企業活動基本調査」（1997～2005 年）のデータとリ

ンクさせて分析を行っている。分析結果によると、中間財、最終組立、研究開発、情報サ

ービスのオフショアリングは生産性の伸びに対して正の効果を持つことが確認された（他

のサービスについては生産性への有意な効果は観察されない）。また、オフショアリング

先別に見ると、欧米、次いでアジアへのオフショアリングの生産性効果が大きいという結

果になっている。17 Ito et al. (2010：10-E-033)は、これと同じデータセットを使用し、日

本の製造業企業のオフショアリングによる生産性への効果について、調達先が海外子会社

の場合と資本関係を持たない他企業の場合とでどう違うかを、傾向スコア法を用いて分析

している。分析結果によれば、海外子会社へのオフショアリングはラグを伴って企業の TFP

を上昇させているが、資本関係を持たない企業に対するオフショアリングは TFP に対して

有意な影響を持っていなかった。 

 オフショアリングが生産性に及ぼす効果を計測する際、低コストの海外供給者からの輸

入に伴う価格低下は、公的な統計において必ずしも投入コスト及び輸入価格指数に反映さ

れていないため、オフショアリングが生産性に及ぼす効果を過大推計する「オフショアリ

ング・バイアス」があることが最近の米国の研究で指摘されている。Fukao and Arai (2013

：13-E-002)は、日本の非競争輸入型産業連関表、輸入品と国産品の価格データを用いて、

このバイアスの大きさを推計したものである。分析結果によれば、1995～2008 年の間、輸

入中間財価格が国産中間財価格と比べて約 40％低下しているが、バイアスの符号は産業に

よって異なり、航空機、液晶素子、集積回路など 13 業種で実質中間投入増加を過小評価、

TFP 上昇率を過大評価する一方、携帯電話機、ラジオ・テレビ受信機、その他の光学機械

など 6 つの産業では実質中間投入増加を過大評価し、TFP 上昇率を過小評価する可能性が

ある。この結果に基づき、同論文は、JIP データベースを含めて多くの産業・企業の生産性

分析において、実質中間投入の推計に非競争輸入型産業連関表が用いられていないため、

オフショアリング・バイアスの影響が含まれている可能性が高く、今後この問題を考慮に

入れて分析を行うことが望ましいと指摘している。 

 以上のほか、グローバル化と生産性に関する研究成果として、Todo and Shimizutani (2007

：07-E-008)は、日本企業の海外子会社の研究開発活動が国内親会社の生産性に及ぼす効果

を分析した。具体的には、1996～2002 年の「企業活動基本調査」と「海外事業活動基本調

査」をリンクしたパネルデータを作成し、インプットとして海外研究開発ストックを含む

コブ・ダグラス型生産関数を推計した。また、海外研究開発を、海外の先進技術利用のた

めのイノベーティブな研究開発と海外市場に適合させるための適応型研究開発に区分して

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
17 Ito and Tanaka (2010：10-E-010)も、中間財のオフショアリング、特に、アジアへの財のオ
フショアリングと国内生産性との間には統計的にも頑健な正の関係があることを示している。 
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いる。分析結果によると、海外のイノベーティブな研究開発は国内親会社の生産性を高め

る効果が見られるが、適応型研究開発ではそうした効果は見られない。また、海外のイノ

ベーティブな研究開発が国内の研究開発の収益率向上を通じて間接的に企業の生産性を高

める効果は確認されず、海外のイノベーティブな研究開発の成果が国内の「生産活動」に

使用されることで生産性向上につながっていると解釈している。すなわち、上で見てきた

ような直接投資や輸出に加えて海外での研究開発活動も国内の生産性向上に寄与しうるこ

とを示す結果となっている。 

 以上の通り、RIETI の生産性研究の中にあってグローバル化と生産性の関係については

多くの研究者が様々な角度から分析を深化させてきており、総じて対内直接投資、対外直

接投資、輸出、オフショアリング、海外研究開発活動が国内の生産性向上に寄与すること

を示す結果となっている。また、多くの研究は、企業の海外展開が必ずしも国内経済活動

の「空洞化」につながるものではないことを示唆している。なお、RIETI では地域連携協

定（FTA、EPA）が GDP に及ぼす経済効果について CGE モデルを用いたシミュレーショ

ンというタイプの研究が既にいくつか行われている。これら協定は GDP の「水準」だけで

なく成長率に対する効果を持つ可能性が指摘されており、各種の地域連携協定が生産性に

及ぼす動学的な効果の分析は今後の課題の一つかも知れない。 

 

（５）経済地理・集積の経済性 

 企業活動の地理的な拡がりという意味では、グローバル化だけでなく国内での経済活動

の分布も無視できない。これは都市経済学、経済地理学で「集積の経済性」の視点から研

究されてきた問題だが、近年の理論研究においては、グローバル化という国際経済学の領

域と経済地理学の融合が進みつつある（新経済地理学（NEG）ないし空間経済学）。18 

 集積の経済性の存在自体は良く知られており、製造業については企業や事業所のデータ

で検証した研究成果が内外を問わず多数存在する。しかし、やや意外だが比較的最近まで

RIETI でこの種の研究はあまり多くは行われてこなかった。製造業を対象とした最近の

RIETI の研究成果としては、Okubo and Tomiura (2010：10-E-017)、中村 (2011：11-J-043)、

Fukao et al. (2011：11-E-068)、Fukao et al. (2011：11-E-076)、Tokunaga et al. (2012：

12-E-082) 、小西・齋藤 (2012：12-J-006)等を挙げることができる。19 

 Okubo and Tomiura (2010b：10-E-017)は、「工業統計」のミクロデータを使用し、企業

の生産性分布が三大都市圏とその他の地域とでどう異なるかを分析したものである。分析

結果によれば、三大都市圏に立地する工場の生産性は平均的に高い水準にあるが、同時に

これら中核地域では周辺地域に比べて生産性の事業所間でのばらつきが大きい。この点に

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
18 RIETI の藤田昌久所長は、ポール・クルーグマン教授らとともに空間経済学の創始者の一
人である。 
19 Nakamura (2008：08-E-040)は、日本の製造業２ケタ産業分類、都市別の集計データを使用
してトランスログ型生産関数を推計し、集積の経済性を計測している。その結果によれば、日
本の製造業における集積の経済性は 1990 年代に低下している。 
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ついて、論文は、工場が集積している地域では、生産性の絶対水準が多少劣る企業であっ

ても、特注の部品を中小企業が近隣の大企業に供給したり、多数の企業が互いに製品差別

化された財を供給するなどを通じて、生産性の異なる企業が同一地域内に共存している可

能性があると論じている。分析に使用されたのは 1978～1990 年のデータでありやや古い

が、集積の経済効果が多様な企業の共存につながる可能性を指摘している点は興味深い。

また、Okubo and Tomiura (2010a：10-E-016)は、日本の産業立地政策を実証的に評価した研

究である。具体的には、企業が集中した中核地域から周辺地域への移転促進政策が生産性

の国内地域間格差をかえって拡大する可能性があるという経済地理の理論モデルを、工業

再配置政策（工業再配置補助金、テクノポリス、頭脳立地等）を対象に、1978～1990 年の

「工業統計」のミクロデータを使用して検証したものである。分析結果によれば、政策で

移転促進先として指定された地域に立地する工場の生産性は有意に低い傾向があった。地

域振興を目的とした政策が必ずしも意図した効果を持たない可能性を示している。 

 中村 (2011：11-J-043)は、「工業統計」（2005 年）の事業所レベルのデータを使用し、

確率的フロンティア生産関数を推計することによって集積の経済性を業種別に分析したも

のである。タオル製造業、プラスチック製履物、粘土瓦製造、自転車部品製造、通信機械

器具、金型製造業等で集積の経済効果が確認された。総じて言えば、地域集積の経済効果

は、伝統的産業・地場産業で比較的大きく、ハイテク型の産業では比較的小さいという結

果である。Tokunaga et al. (2012：12-E-082)は、1985 年～2000 年のデータを用いてトラン

スログ型生産関数を推計し、我が国製造業の加工組立型産業（一般機械、電気機械器具、

輸送機械器具、精密機械器具）における集積の経済の存在を分析した。計測結果によれば、

同一地域に立地する当該業種の集積と異業種との集積（共集積）は、いずれも量的には小

さいが有意な正の外部経済効果を持っていた。Fukao et al. (2011：11-E-076)は、技術・知

識の地理的なスピルオーバーに着目し、「工業統計」のミクロデータを使用した Data 

Envelopment Analysis (DEA)分析により工場毎の生産性を推定した上で、高生産性事業所か

らの生産性の波及効果を地理的距離に伴う減衰を考慮しつつ推計している。分析結果は、

高生産性企業からの生産性波及が存在し、それが地理的距離に伴って減衰することを示し

ている。ただし、産業別に分析すると、ハイテク産業以外の産業では生産性波及効果が頑

健に観察されたのに対して、ハイテク産業についてはこの効果が見られなかった。上記中

村 (2011：11-J-043)と整合的な結果と言える。 

 集積の生産性への効果を計測する際、伝統的には都道府県、市区町村といった行政単位、

あるいは統計区、商圏といった経済単位で分析が行われてきた。しかし、近年、詳細な住

所や緯度経度情報を用いて企業や事業所間の距離を用いた研究が活発になっている。小西

・齋藤 (2012：12-J-006)は、「工業統計」の事業所データで距離ベースの指標を用いて集

積が生産性に与える効果を計測したものである。具体的には、工場の位置情報に基づいて

「都市化型」、「（産業）特化型」という二種類の集積指標を作成し、これらの労働生産

性及び TFP に対するインパクトを計測している。分析結果によれば、都市化型の集積は TFP
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を高める効果が観察されたが、産業特化型の集積はほとんどの産業で TFP に対して効果を

持っていなかった（いくつかの産業では有意な負の効果）。また、生産性に対して正の集

積効果が観察された産業は衰退産業に属しており、一部の成長産業ではいずれの集積効果

も確認されなかった。ただし、筆者自身が留保している通り、集積と生産性の関係は自己

選別効果を含む可能性があり、必ずしも集積から生産性という因果関係を示すものではな

い。 

 これらの研究は、総じて製造業のうちハイテク産業では必ずしも強い集積の経済効果が

観察されないという結果となっており、やや意外感がある。 

 以上の研究とは少し視点が異なるが、Fukao et al. (2011：11-E-068)は、「工業統計」の

パネルデータを使用して生産性と工場立地の関係を実証的に分析したものである。生産性

の高い地域に生産性の高い企業が集中して分布するという企業の「自己選別」が起きる理

論的な可能性を実証的にテストするという問題意識に基づいており、生産性とグローバル

化の関係についての一連の研究と似た性格を持っている。まず、工場毎の TFP を推計して、

TFP 水準の事業所間格差が企業固定効果及び立地効果（地域固定効果）でどの程度説明で

きるかを計測した。その結果によると、企業効果と立地効果はいずれも事業所間の生産性

格差に対して有意な影響を持っており、企業効果の影響が相対的に大きい。また、企業効

果と立地効果の間には統計的に有意な負の相関関係が見られる。さらに、既存企業の工場

新設の立地選択に関する混合ロジットモデルを推定した結果、生産性の高い企業は新しい

工場の立地として、要素価格（地価や賃金率など）の低さを享受するため生産性の低い地

域を選択する傾向が確認された。これらの結果を踏まえ、同論文は、辺境地が企業誘致を

開始する際には、生産性の低い企業よりも生産性の高い企業を対象とした方が成功する可

能性が高いこと、しかし、それらの地域は低賃金の発展途上国と高生産性企業の誘致をめ

ぐって競合するという難題に直面することを指摘している。 

 海外の研究を含めて見てもサービス産業の企業・事業所データを用いた集積効果の実証

研究は驚くほど少ない。20 先進国の大都市においては製造業よりもサービス産業の方が

はるかに重要であり、実証研究における重大な空白となっている。こうした中、森川 (2008

：08-J-008)、Morikawa (2008：08-E-023)は、「特定サービス産業実態調査」の対個人サー

ビス業 10 業種のクロスセクション・データを使用して生産関数を推計し、全てのサービス

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
20 企業・事業所データを用いたものではないが、八田他(2005：05-J-011)は、東京都心のオフ
ィスの高い生産性が、集積度の高さのみに起因するものか、首都であることの特殊性が寄与し
ているのかを地域データを用いて分析し、東京と他の政令指定都市との生産性の違いは基本的
には規模の経済のみで説明されるとの結果を報告している。八田・加藤(2007：07-J-011)は、社
会資本の充実による都心のオフィス業務の生産性向上効果を分析し、集積の利益を考慮した上
でも社会資本の限界的な生産性向上効果は大都市で大きく地方で小さいとの結果を示してい
る。このほか、中村・高塚(2009：09-J-022)は、小売販売額が人口分布も考慮に入れた都市の空
間構造によってどのように説明されるかについて、NEG のモデルを用いて推定した上で、岡山
県を対象にシミュレーションを行い、都市内交通やコンパクト・シティ化が小売販売額の分布
に及ぼす効果を推計している。 
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業で顕著な需要密度の経済性があることを示した。その量的なマグニチュードは大きく、

サービス事業所の立地する市区町村の人口密度が２倍だと生産性（TFP）が 7～15％高い。

また、付加価値ベースの生産性（TFPR）だけでなく、サービスの年間延べ利用者数等で測

った数量ベース（TFPQ）でも推計を行って結果の頑健性を確認している。すなわち、サー

ビス産業においては、国土計画や都市政策が生産性に関連しており、人口稠密な都市を作

ることでサービス産業の生産性に対してプラスの効果が生じうること、制度的には人口移

動や経済活動の空間的な分布に影響を及ぼす都市計画・土地制度等がサービス事業所の生

産性に関係することを示唆している。ただし、都市規模と生産性の間の関係については、

大都市ほど労働者のスキル水準が高いこと、人口規模自体が内生変数であることが指摘さ

れており、人的資本の質の考慮、因果関係の検証などの課題が残っている。なお、同論文

は、（狭義）サービス業において事業所規模の経済性、企業規模の経済性、範囲（多角化）

の経済性が存在することも示している。21 

 森川 (2011：11-J-046)、Morikawa (2011：11-4-060)は、「賃金構造基本調査」のミクロ

データ（1990～2009 年）を使用して都市密度と賃金の関係を推計したものである。賃金は

生産性の代理変数であり、賃金データを使用することの一つのメリットは、製造業だけで

なく非製造業の事業所を含めて経済集積の生産性効果を産業間比較できる点にある。分析

結果によれば、卸売業、小売業など一部のサービス産業で高い集積賃金プレミアムが観察

されている。また、学歴・勤続・経験といった人的資本の指標が高い労働者ほど人口密度

の賃金への効果が強く働いている。ただし、賃金に関する日本の統計データは基本的にク

ロスセクション・データなので、スキルの高い労働者ほど人口稠密な都市に移動するとい

う選別効果の可能性は排除できない。 

 このほか、森川 (2011：11-J-062)、Morikawa (0211:11-E-058)は、サービス事業所のエネ

ルギー効率性と経済集積の関係を、「エネルギー消費統計」の事業所レベルのミクロデー

タで分析したものである。製造業ではエネルギー効率の改善が進んできたのに対して、サ

ービス産業を中心とした「業務部門」は、「家庭部門」とともにエネルギー消費量の増加

が続いており、日本の最終エネルギー消費全体に占めるサービス産業のシェアが増大して

いる。分析結果によれば、人口密度が高い地域ほどサービス事業所のエネルギー効率が高

く、産業の違いをコントロールした上で、事業所の立地する市区町村人口密度が 2 倍だと

エネルギー消費効率が 12%程度高い。サービス経済化が進展する中で都市の集積を阻害す

るような規制の緩和や都市中心部のインフラ整備が、環境と成長の両立に寄与する可能性

を示唆している。22 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
21 サービス産業においては「生産と消費の同時性」が生産性に大きな影響を及ぼすが、そこ
には空間的な同時性と時間的な同時性という２つの側面がある。森川(2008：08-J-042)、Morikawa 
(2008：08-E-030)は、サービス業における時間的な生産と消費の同時性に着目して、「特定サー
ビス産業実態調査」の事業所レベルのデータを使用した生産関数の推計を行い、需要の時間的
な変動が対個人サービス業の生産性に対して負の影響を持つことを示している。 
22 ミクロデータ分析ではないが、森川 (2010:10-J-041), Morikawa (2010：10-E-050)は、公表
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 一般論として、州によって制度・政策がしばしば異なる米国と違って日本では地域別デ

ータから得られる知見には限りがあるが、前出の奥平他 (2008：08-J-17)のように地理的な

variation が存在する政策の場合にはそうした分析が有効である。先述の R-JIP データベース

は、他の都道府県レベルの各種情報と組み合わせることにより、そうした分析の可能性を

拡げることが期待される。 

 

（６）その他 

 以上のほか、企業・事業所レベルのミクロデータを用いた RIETI の生産性分析としては、

宮川・川上 (2006：06-J-07)、Kato (2009a：09-E-009)、Kato (2009b：09-E-027)、Konishi and 

Nishiyama (2013：13-E-003)が挙げられる。宮川・川上 (2006)は、政府系金融機関が生産性

の低い企業への貸出を行うことを通じて生産性の低い企業が産業内にとどまり、産業全体

の生産性に負の影響を持つ可能性があるという議論について実証的に分析したものであ

る。分析結果によると、都市銀行は生産性の高い企業に貸出を行っているが、政府系金融

機関は逆に生産性の低い企業に貸出を行っている傾向が確認された。 

 Kato (2009a：09-E-009)は、「企業活動基本調査」等の企業データ（1995～2004 年）を使

用して、独占的競争の仮定の下で小売業の生産関数を推計した。小売業には規摸の経済性

があると見られること、製品差別化がスーパーマーケットの企業収益に対して正の効果を

持っていること等を示し、規摸の経済性や製品差別化を促進する政策が小売業のパフォー

マンスに正の貢献をすると述べている。Kato (2009b：09-E-027)は、同じ「企業活動基本調

査」の小売業企業のデータ（1995～2004 年）を使用して DEA 分析（Data Envelope Analysis）

を行い、各種企業特性と生産性の伸びの関係を分析するとともに、生産性の伸びを技術的

効率性の変化と技術進歩とに要因分解した。パートタイム労働者や派遣労働者の使用が百

貨店の生産性に負の効果を持つこと、スーパーマーケットでは逆にそれらが生産性に対し

て正の効果を持つことを示唆する結果を提示した。 

 Konishi and Nishiyama (2013：13-E-003)は、企業が直面するショックを供給ショックと需

要ショックに分解する方法を提案した上で、「生産動態統計」の製造業事業所のミクロデ

ータに適用したものである。通常の方法で計測される生産性に対して需要側の影響が大き

いこと、需要側の影響を除去した供給側の生産性上昇率はリーマン・ショック後も正であ

ることを示している。 

 

 

５．人的資本 

 

                                                                                                                                                                   
されている医療圏レベルのパネルデータを使用して病院の生産性を計測したものである。分析
結果によれば、平均的な病院規模（医師数）が多い医療圏ほど生産性が高いという関係があり、
病院における規模の経済性を示している。 
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 学校教育や職業訓練を通じて獲得された人的資本の質の高さが所得水準や生産性を規定

する重要な要因であることは、経済成長に関する多くの研究で確認されている頑健な事実

である。ただし、生産性上昇の要因分析において、人的資本の質の向上はインプットの増

加として取り扱われる場合もある。TFP を計測する際に、単純に労働投入量（労働者数あ

るいはマンアワー）、資本の投入量を用いる場合には、人的資本や資本ストックの質の向

上は計測される TFP を高める効果を持つが、最近の JIP データベースや EUKLEMS データ

ベースは、労働及び資本の質の向上を考慮した上で TFP を算出しているため、人的資本の

質の向上は労働投入の増加の一部として扱われている。例えば JIP2012 データベースでマ

クロ的な TFP 上昇率（付加価値ベース、年率）を見ると、1990 年代 0.0％、2000 年代 0.1

％とゼロ近傍だが、労働の質、資本の質の向上を含めて見るとそれぞれ 0.6％、0.8％と比

較的大きな数字となり、このうち 0.5％が労働の質の変化の寄与度である。つまり、1990

年代以降の広義での TFP 上昇のうち大部分は人的資本の質の向上によるものとなってい

る。 

 人的資本と生産性の関係については、クロスカントリ・データでの成長要因分析のほか、

伝統的に労働経済学の分野では賃金関数の推計が行われてきた。学校教育や職業訓練を通

じて向上した労働の質は賃金に反映されるという考え方に基づく。単純な賃金関数の推計

は RIETI の研究ではあまり行われていないが、川口 (2011：11-J-026)は、「賃金構造基本

調査」及び米国 Current Population Survey（CPS）のミクロデータを用いて包括的な分析を

行い、ミンサー型賃金関数を用いて日本の賃金構造を推定しようとする際に留意すべき点

を整理している。賃金関数の推計結果によれば、学歴に伴って時間当たり賃金が高くなっ

ており、学校教育の効果を再確認している。また、潜在経験年数に伴って賃金は上昇して

おり、OJT 等を通じた人的資本の質の向上を示している。さらに、その上昇幅は日本の方

が米国よりも大きく、特に高卒者については 30 年程度伸び続けており、仕事を通じた技能

蓄積の重要性が高いことを示唆している。人口密度を説明変数に含む賃金関数の推計によ

り都市密度の経済性を分析した前出の森川 (2011：11-J-046)、Morikawa (2011：11-4-060)

は、学歴、勤続、経験といった人的資本の指標が賃金に正の効果を持つことを確認すると

ともに、人的資本の質が高い労働者ほど集積の経済効果が強く働いており、人口集積地に

おいてスキル労働者の学習が速いこと、企業と労働者のマッチングが良好なことを指摘し

ている。 

 主要先進国と同様、日本でも大学院卒業者が増加している。経済成長におけるイノベー

ションの重要性に鑑みると、大学院の教育投資が生産性に対して十分な効果を持っている

かどうかは重要な政策的関心事である。日本の賃金関数の計測では、豊富な情報を含む年

次統計である「賃金構造基本調査」が最も一般的に用いられてきたが、大学と大学院卒と

が区別されていないため、大学院教育の効果については分析ができないという制約があっ

た。こうした中、「就業構造基本調査」は、2007 年調査から大学（学部）卒と大学院卒と

を区別した調査票を導入した。森川 (2011：11-J-072), Morikawa (2012：12-E-009)は、同
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調査の公表データを使用して賃金関数を推計し、大学院の賃金プレミアムを計測した。そ

の結果によると、学部卒と比較した大学院賃金プレミアムは約 20％であり、米国、英国の

先行研究の結果とおおむね同程度の大きさである。学部卒の雇用者は 60 歳を超えると極端

に賃金が低下するが、大学院卒の場合には高齢での賃金低下は緩やかであり、また、大学

院卒は高齢になっても有業率の低下が学部卒に比べて小さい。この結果、大学院教育投資

の収益率を概算すると 10％を超える高い数字となる。この分析はクロスセクション・デー

タに基づく単純な賃金関数の推計であり、もともと優秀な人材が大学院教育を受けるとい

う選別効果の可能性を排除するものではないが、技術が高度化する中で大学院教育の重要

性を示唆している。 

 浦坂他 (2012：12-J-001)は、理科教育に着目して、理科の学習が大学卒業後の所得に及

ぼす効果を分析したものである。日本の国際競争力の源泉となる研究開発の効率性を向上

させるために、研究開発者の質的向上が不可欠との問題意識に立っている。2011 年に RIETI

が行ったインターネット調査のデータを使用している。分析によると、ゆとり教育以前、

ゆとり教育世代、新学力観世代のいずれのコーホートにおいても高校時代の理数系科目、

特に物理の学習が所得上昇に寄与するという結果となっており、理科教育のカリキュラム

における必修単位数の見直しを行って物理教育を徹底して行う教育改革を進めるべきこ

と、また、引退世代のエンジニアを小中高の学校教育の中で活用すべきことを提言してい

る。この論文も、選別効果の可能性が排除できないが、今後の人的資本投資の重点につい

ての示唆に富む。さらに、浦坂他 (2013：13-J-019)は、大学入試制度の影響についての実

証分析である。2011 年に実施したインターネット調査のデータを使用し、学力考査を課す

入試制度と学力考査を課さない入試制度（推薦入試、AO 入試等）による大学入学者のそ

の後の所得の違いを分析したものである。その結果によると、学力考査を課す入試による

入学者は統計的に有意に所得が高く、学力考査を課さない入試制度による入学者は労働市

場で高く評価されていない。 

 教育の経済効果を計測する際、もともと高い能力を持つ者が進学するといった選別効果

（能力バイアス）をどうコントロールするかが大きな問題となる。諸外国の先行研究では、

IQ 等の能力指標をコントロール変数として使用する、類似の遺伝子を持つ兄弟姉妹や一卵

性双生児のデータを用いるなどの方法でこの問題に対処してきている。Nakamuro and Inui 

(2012：12-E-076)は、日本の双生児に対するインターネット調査を行って独自のデータを

収集し、教育の収益率を計測した研究である。推計結果によれば、日本の教育（就学１年

間）の収益率は 10%程度と欧米諸国と比較して決して低くない。教育の収益率は他の資本

への投資と比較しても高く、政府による教育支出の増加が経済成長に寄与することを示唆

している。 

 学校教育だけでなく、職業訓練や就労を通じた学習も重要な人的資本投資である。上述

した通り、上記の川口(2011：11-J-026)は OJT 等を通じた人的資本の質の向上の効果を確

認している。Konishi and Nishiyama (2010：10-E-051)は、対個人サービス業を念頭に対個人
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サービスの需要と供給行動の理論モデルを構築するとともに、美容院の美容師レベルのユ

ニークなミクロデータを用いて計測を行ったものである。分析結果によれば、美容師は経

験年数の蓄積により生産量が増加しており、経験に伴う生産性の上昇を確認している。 

 徳井他(2009：09-J-018)は、1981 年から 2000 年における『工業統計表』の個票データを

利用して生産関数を推定し、自営業者（自営業主＋家族従業者）と雇用者の生産性格差を

計測した。その結果によると、男性・雇用者と比較して男性の自営業者の生産性が有意に

高く、女性の自営業者では雇用者と有意な違いが見られない。そして、この結果を JIP デ

ータベース 2006 年版の労働データに適用すると、自営業者数の趨勢的な低下の下、労働の

質指数の伸びは年率 0.43%ポイントほど下方修正されるという量的に無視できない影響を

持つことを明らかにしている。 

 これら分析の多くは、賃金を生産性の代理変数として用いているが、労働者の生産性と

賃金が一致するかどうか自体が重要な研究課題である。Asano and Kawaguchi (2007：

07-E-020)は、「企業活動基本調査」の個票データ（1992～2000 年）を使用して男女間賃金

格差と男女間での生産性格差を比較し、男女間賃金格差は生産性格差では十分には説明で

きないという結果を示している。Kodama and Odaki (2012：12-E-028)は、労働者の賃金と

生産性の差を測定する新しい方法を提案し、「企業活動基本調査」と「賃金構造基本調査」

をリンクした企業・労働者パネルデータに適用したものである。分析結果によれば、労働

者の限界生産性と賃金のギャップは小さく、賃金を生産性の代理変数とする伝統的な方法

は近似的に十分使えることを確認した。また、勤続年数に伴って生産性が上昇していく傾

向が見られるが、生産性と賃金のギャップのパタンは性別や学歴によって異なっている。

その上で、離職率の上昇が訓練投資を阻害する要因となっている中、①正社員の就職直後

の訓練投資への公的助成が有効な政策であること、②数年間雇用された非正社員を強制的

に正社員に転換させる政策は、非正社員の訓練とセットでなければ賃金と生産性の高い正

社員の増加にはつながらず、低賃金の正社員の増加や転換対象となる非正社員の予防的雇

い止めをもたらすおそれがあること、定年延長を行うならば遡って中年期からの賃金体系

を変更する必要があること等多くの示唆に富む提言を行っている。 

 以上のほか、徳井他 (2013：近刊)は、先述の「県別産業生産性データベース（R-JIP）」

を構築する一環として、都道府県間の生産性格差に対する人的資本の質の影響を分析して

いる。その結果によると、人的資本の質は 1970 年には３～４割の都道府県間格差があった

が、最近は約２割にまで縮小している。都道府県の人的資本の質は労働生産性と強い正の

関係を持っており、生産性の上昇に対して人的資本の質が重要な役割を持っていることが

確認されている。ただし、人的資本の質をコントロールした上での都道府県の TFP の水準

や伸び率の間には明瞭な関係は見られず、人的資本の質が外部効果を持つことは確認され

ない。 

 人的資本と生産性の関係については、近年、性別・人種・国籍等の多様性（ダイバーシ

ティ）の経済効果への関心が高まっており、内外で理論・実証研究が進展しつつある。
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Berliant and Fujita (2010：10-E-024)、Berliant and Fujita (2011：11-E-046)は、労働者の多様

性が経済成長に正の効果を持つ可能性を示す理論的研究の例である。RIETI では、「ダイ

バーシティとワークライフバランスの効果研究」プロジェクトを設けて、ダイバーシティ

と企業パフォーマンスの関係を分析し始めており、今後の成果が期待される。また、RIETI

では個別企業の人事データを用いた「インサイダー・エコノメトリクス」と言われる研究

も進めており、今後、企業内での人的資本投資、労務管理等と生産性の関係の解明にもつ

ながると期待される。23 

 

 

６．結論と課題 

 

 RIETI の生産性研究の動向・特徴及び今後の課題を大胆に整理すると以下の通りである。 

 近年の実証研究における生産性指標は労働生産性から TFP に移行しており、データの制

約が強く計測困難な場合を除き RIETI の生産性研究の大半は TFP について分析している。

集計レベルの生産性分析は、マクロレベルでの国際比較から、産業レベルでの成長会計分

析へと過去十年ほどの間に進化してきた。RIETI で構築している JIP データベース及びそれ

を利用した EUKLEMS データベースは日本及び世界の生産性分析の基盤を提供するに至っ

ており、政府系研究機関、民間シンクタンク、政策現場でこれらは頻繁に利用されている。

ただし、これらのデータベースを利用した RIETI の論文は意外に少なく、一層の活用余地

がある。また、最近公開した「県別産業生産性データベース（R-JIP）」は、地域レベルの

生産性研究への活用が期待される。 

 経済産業省が実施している企業、事業所レベルの統計データは RIETI の生産性研究にと

って貴重な資源となってきている。企業・事業所レベルのデータを用いた分析の中では、

生産性の分布や「新陳代謝」の効果を計測する研究が比較的多く行われてきており、参入

・退出や資源再配分の重要性を明らかにしている。 

 企業特性と生産性の分析では、IT の利活用・無形資産の分析、企業のガバナンス構造、

グローバル展開と生産性の関係を扱ったものが多い。様々な企業ガバナンス構造と生産性

の関係、貿易や直接投資を通じた企業活動のグローバル展開の効果、地理的な集積の経済

効果等が次第に解明されてきた。ただし、企業内の人材のダイバーシティ（性別、年齢、

国籍等）、国内的・国際的な人の移動と生産性の関係はやや未開拓の研究課題のように見

える。 

 研究開発と生産性の関係についての分析は意外に多くない。24 研究開発が生産性に対

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
23 Kato et al. (2013:13-E-038)は、日本の総合化学メーカーの人事データを用いて賃金関数を推計

し、男女間賃金格差について分析した成果である。大幅な男女間賃金格差が確認されるが、職

階、職能等級、労働時間、扶養家族等をコントロールすると格差のほとんどが消失することな

どを示している。 
24 イノベーション研究は第二期中期計画の３つのドメインのひとつだったが、特許データを
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して正の寄与をしていることは過去の多くの研究成果から自明であり、単に研究開発と生

産性の関係を分析するだけでは研究としての要素が乏しいことが一因かも知れない。ただ

し、科学技術政策研究所（NISTEP）、設備投資研究所（日本政策投資銀行）といった機関

は、研究開発・イノベーションと生産性の関係についての研究を多数行っており、生産性

に関する理解を深める上では、こうした他の研究機関との分業や連携を進めていくことも

重要である。25 なお、非製造業ではフォーマルな研究開発や技術保護手段としての特許

の役割は限られており、研究開発投資や特許では把握できない広義のイノベーションをカ

バーするような研究が期待される。生産性研究におけるイノベーション・サーベイの活用

が考えられる。 

 生産性研究全体を通じて、基礎データの制約から製造業に限った実証分析が依然として

多く、サービス産業をカバーした研究の蓄積は引き続き大きな課題となっている。基礎デ

ータの整備が期待されるが、既存データの範囲でも取り組みの余地は多いと思われる。特

に、医療・介護サービス、教育サービス等は比較的データも豊富に存在するセクターであ

り、政策的な重要性も高い領域である。また、産業横断的な研究に比べて特定産業に焦点

を当てて深掘りするタイプの研究は、ソフトウエア産業など例外はあるものの比較的少な

い印象がある。 

 人的資本は生産性上昇の重要な源泉だが、RIETI ではこの分野の研究は比較的少なかっ

た。労働市場に関する研究は最近活発化しつつあり、労働市場制度、WLB などの研究にか

なりのリソースを割いているが、生産性と結びつけたものはまだ多くない。企業・事業所

データは総じて労働者の属性に関する情報が限られており、企業・事業所とその従業者を

リンクさせたデータセットを作成することにより、労働力の構成やその変化と生産性の関

連、雇用再配分と生産性の関係等について分析を深める余地が大きい。26 制度・政策的

には、社会保障や教育制度、企業内訓練の生産性への効果にも関係する。欧米では企業（事

業所）－従業者をリンクさせたデータセットの整備と研究への活用が進んでおり、日本は

大きく立ち後れている。今後、「経済センサス」やビジネス・レジスター制度の進展とと

もに、日本でもこうした研究の展開が強く期待される。 

 コーポレート・ガバナンスの関連では、「経営力」の本質に迫るため、経営者の個人特

性や経営者選抜の仕組みと生産性の関連についても研究の余地があるように思われる。こ

れらの点は、既存統計での分析には限界があり、上場企業の公開情報の利用や補足的なア

ンケート調査の利用等が必要になる。また、人的資本管理や労使関係の実証分析では、特

定企業内の詳細な人事データを活用することも考えられ、RIETI では「企業内人的資源配

分メカニズムの経済分析：人事データを用いたインサイダー・エコノメトリクス」プロジ

                                                                                                                                                                   
用いたサイエンス・リンケージの分析、発明者サーベイによる一連の分析、個別産業・企業を
対象としたケーススタディが多い。 
25 RIETI は NISTEP と公式の研究協力協定を結んでいる。 
26 前出の山本・松浦 (2011)、Kodama and Odaki (2012)は、そうした分析の例である。 
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ェクトで研究が進められている。 

 RIETI ではこれまでに企業・事業所を対象としたアンケート調査を多数実施してきてお

り、これらをプロジェクト横断的に共有資産として活用していくことも必要である。また、

近年の実証研究では、パネルデータの作成、複数の統計データのマッチングが盛んになっ

ている。この点、コンバーターの作成やマッチング手法の精緻化は RIETI の実証研究の質

を高める上で大きな役割を果たしている。 

 法律・予算・税制等の個別具体的な政策が生産性に及ぼす効果を分析したものは意外に

も少ない。27 政策研究機関である RIETI としては、具体的な政策が生産性にどういう効

果を持つのかを明らかにするような研究は今後の重要課題だと思われる。実際に行われた

又は今後実行される可能性のある政策について、費用対効果を明らかにすることは政策研

究にとって究極的な課題である。この関連で公的規制や規制緩和と生産性の関係もプライ

オリティの高いイシューである。エビデンスに基づく経済政策への要請が高くなっている

中、政策当事者にとっては、単なる相関関係ではなく政策の実施が何をもたらすかという

因果関係が関心事であり、分析手法にも工夫した取り組みが必要である。労働経済学の分

野を中心に因果関係を考慮した政策効果（treatment 効果）の分析が進歩しており、生産性

研究への適用の余地がある。そのためには政策実施の段階から、政策対象グループと参照

グループを意図的に区別した一緒の社会実験を行うことも考えられる。 

 これまでの RIETI の研究では行われていないが、経済格差や公平性への関心が高まって

いる中、生産性上昇の成果の「分配」についても実証研究の余地があるように思われる。

技術進歩のスキル・バイアス、労働市場制度等が関わる問題である。 

 本稿で整理した研究成果の中には、政策形成のための審議会や研究会の基礎資料として

使われ、あるいは「通商白書」、「中小企業白書」等に引用されたものが多数存在する。

政策実務においては、量的なマグニチュードへの関心が強い。ある政策が仮に統計的に有

意であっても、生産性を 0.1％高めるのか 10％高める効果を持つのかは実務的には大きな

違いである。実証研究の蓄積を通じて、様々な企業特性や制度・政策のインパクトについ

て定量的なイメージを明らかにしていくことが重要である。一方、RIETI の生産性研究の

成果は、その後専門学術誌に掲載されるなど高い学術的意義をあわせもつ論文も多い。生

産性向上は常に成長政策の柱であり、今後とも政策形成にインパクトを与えると同時に学

術的な貢献にもつながるような質の高い生産性研究を推進していくことが必要である。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
27 生産性に対する政策効果を分析したものは少ないが、中小企業政策が企業成長に及ぼす効
果、規制・規制緩和の効果分析、省エネ政策の効果分析等「政策評価」に関わる分析自体は多
数存在する。 
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